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「技術者AND引き抜き」をキーワードに日本経済新聞と日経産業新聞を対象に検索した。5年間刻みで1985年ま

で74件、1990年まで72件、1995年まで42件、2000年まで37件、2005年まで39件、2010年まで21件、2015年ま

で30件、2020年まで58件となった。半導体の購入額で中国が日本を超えたのは2015年である。

情報通信など先端後術の専門家に好条件が提案され、人材獲得競争が起きている。米国企業はGAFA（グー

グル、アップル、フェースブック、アマゾン）、中国はBATH（バイドゥ、アリババ集団、テンセント、ファーウェイ）に代表され

る。人材獲得の対象は日本人も例外ではない。報道の対象は日本企業から韓国・台湾企業への「引き抜き」から中

国・インド企業の動向に拡大している。日本のベテラン技術者がアジア企業に転職することを「引き抜き」と、ネガティ

ブに表現する傾向から、日本企業の知的財産戦略、給与・人事制度の変化を伝えるなど多角的である。近年は米

中貿易摩擦によるハイテク輸出規制で中国企業の動きを積極的に伝えている。中国通信メーカーのZTEがイランへ

の輸出禁止政策に抵触したとして米国商務省から2016年3月、輸出規制の対象企業に指定される。さらに制裁は

最新の移動通信システム５Gをめぐりファーウェイに広がり、対象中国企業は200社を超えている。

日本でファーウェイと言えば、大学卒業の新卒に月収40万円が2017年に伝わり、それまで業界横並びだった初任

給に風穴を空け、「ファーウェイ・ショック」と呼ばれる。月収40万円に関する報道は日経・日経産業にも合計9回登場

する。日本企業にも新卒・若手技術者の給与を見直す動きが広がりを見せている。さらにファーウェイは中国では博

士号を保有する新卒に最高年収3000万円を提供している。日本の役員平均年収を超える水準だ。

半導体開発の設計支援ツール「Electronic Design Automation: EDA」はシノプシスとケイデンス・デザイン・シ

ステムズ、メンター・グラフィックスの米国企業が高いシェアを保有している。この分野も米中貿易摩擦による規制の対

象になっている。中国では米国の大手企業を退職した中国系人材が集まり、EDAビジネスを起業し、中国政府系が

投資などで支援している。

他方、中国政府が民間企業をけん制する動きもある。中国電子商取引最大手のアリババ集団はモバイル決済を

手掛ける金融子会社アント・グループを上海と香港で新規株式上場（IPO）を進め、サウジアラビア国営石油会社の

サウジアラムコの規模を超え、世界最大規模となる予定だったが、IPOの2日前に中国人民銀行がアリババとアント

の首脳に事情聴取を行い、延期せざるを得なくなった。中国のBATHは、中国政府が情報管理を名目に中国での

GAFAの競争環境に影響を与える中で成長した面も否定できない。アントのように既存の銀行システムを脅かす存

在まで成長した時、政治的リスク、つまり中国政府や中国共産党の 影響を受ける。これから世界的なIT企業の攻防

は企業間の技術や人材競争だけではなく、各国政府との関係も左右される。GAFAも例外ではないだろう。
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21世紀に入って特筆すべき世界の動向

20世紀から21世紀に入って特筆すべき世界の動向は何か。
それは20世紀に形成された世界秩序の骨格をめぐって特筆す
べき変化が生じつつあることであろう。その第１はソ連邦社会主
義体制が変質してソ連圏が解体したこと、第２にEUから英連邦
が離脱（Brexit）してその相互関係に基本的変化が生じたこと、
第３に社会主義中国が独自路線を明確にしてきたこと、第４に世
界の地域ブロック化が政治的にも経済的にも明確化し、地域ブ
ロックレベルの活動がより際立ってきたこと、などがあげられる。た
だ、それが今後どのような形態に発展していくかは未だ流動的で
あり、他方20世紀における主要潮流として形成された「世界が
米ソ２大勢力によって分断あるいは対峙する」という傾向が希薄
になりつつあることが指摘される。

地球上の国々は地域ブロック単位で地域経済の利害を基準
に行動する傾向が強まると共に、新たな地球環境問題をめぐっ
て様々な行動を起こす傾向を強めている。例えば、地球温暖化
問題や新型コロナウィルス問題など、健康・病理・環境問題、災
害問題・地域経済問題・マイノリティへの対応問題などをめぐる
摩擦制御や社会的規範の確立をめぐる行動などに力を注ぐ傾
向が強まっている。このことを通じて地球上における地域単位の
規範の確立やそれらをめぐる行動の相互関係によって新たな諸
関係が生まれ、その結果もたらされる影響が大きくなるであろう。

これらの背景には、第１に第２次大戦の結果成立した一種の
世界非戦秩序の下で国家間・地域間の紛争処理システムが巧
みに機能してきたこと、第２にその上で途上国が大きく発展して
成長し、先進国との間でも対立することなく協調して対応してき
ていることがあり、第３に地球上で地域ブロック経済圏の形成が
進んだことがあげられる。もとより、これを支える体制として国際連
合という新たな世界システムが成立したことが特筆されるべきであ
ろう。かくて21世紀は全く新たな世界秩序の下で迎えた世紀で
あり、されにこれらを基盤として宇宙開発を発展させる局面に発
展したのである。

この意味において、人類は「地球レベルの行動」を超越して新
たな活動局面を開発したことになり、それに対応する世界観とも
いうべき哲学が求められているというべきであろう。

これにともなって当然科学の領域においても、生活の領域に
おいても、さらに人生観や生き方においても、当然新たな地平を
拓くことになり、そこに新たな生きざまを描くことになろう。

21世紀は、人類にとってこの新しい課題に直面し、新たな体
験を集積し、あるいは困難にぶつかり、そしてその課題を切り拓い
ていく過程である。

この意味では、21世紀は従来を踏襲する課題というよりは地
球上で取り組むべき全く新しい課題に直面しているといって過
言ではないといえよう。　　　　　　　　　（会長・板東　慧）
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近年、春闘における取り組みを通じて、企業規模・雇用形態間等の格差是正、サプライチェーン全体で生み出

した付加価値の適正分配の取り組みなどと同時に、賃上げを実現し、その流れが継続されてきた。春闘は、社会

の構造的な課題を解決する取り組みとして大変重要であるといえ、本誌でも例年、この２月号で、春闘方針につ

いての特集を企画してきた。

今年2021年は、コロナ禍における春闘の取り組みであり、これまでとは状況が大きく異なる。本特集では、この

「コロナ禍での春闘」という視点を踏まえ、2021春闘方針をみていきたい。

特集１は、連合事務局長 相原康伸氏へのインタビューである。今年の春闘方針では、冒頭で、「意義と目的」

が示されている。この点について、相原氏はインタビューの中で、「コロナという困難に世界的に直面する中、春闘

を通じて私たちの働くコンディションを考えるにあたり、改めてその目的や意義を明確にしていくということは、連合

の大変重要な役割だと思っています。その再確認も含めて、これまでの闘争方針の構成を見直し、『意義と目的』

を冒頭に示しています」と答えている。さらに、取り組みに向けた「基盤整備」として、「社会全体で雇用の維持・創

出に取り組み、セーフティネット機能を強化」「消費者のマインドにプラスワン」「サプライチェーン全体で生み出し

た付加価値の適性分配」「賃金水準闘争を強化していくための体制整備」「春季生活闘争を通じた組織拡大の

取り組み」の５点を示している。今年のインタビューでは、特にこの「意義と目的」「基盤整備」を中心に、内容に

込めた思いや今後の展望などを聞かせていただいた。また、資料として、連合ホームページより、この「意義と目的」

「基盤整備」を抜粋して掲載している。なお、今回のインタビューには、当研究所のインターンシップの学生も参

加した。質疑応答では、学生からの質問に対し、具体的な例を交えながら大変わかりやすく回答いただいた。その

内容もあわせて掲載している。

特集２は、「コロナ禍のもとでの春闘の課題」と題し、高木　郁朗氏（日本女子大学名誉教授）に執筆いただい

た。連合の春闘方針に対する見方として、本稿では、「今春闘がコロナの直接的な影響としての雇用問題につい

ての対策が必要であると同時に、日本経済の構造的な問題としては、家計所得、したがって賃金の大幅な上昇が

不可欠である、という意味で、『雇用も賃金も』という、連合方針

はコロナ禍のもとでの春闘の中心的な意義を示している」とし、

連合方針の意義を確認している。続いて、賃上げの方向性につ

いては、コロナ禍のもとで、人手不足が逼迫し、かつ緊急に労

働条件の改善が不可欠な分野である医療・介護労働者を軸に

して、賃金引き上げを実現するような戦略を打ち立てるべきであ

る、と提言している。最後に、政策制度の課題では、社会的レベ

ルでのキャリア、社会保障制度の根本的再検討といった観点か

ら論じている。

特　　 集

2021春闘方針

インタビューの様子
（オンラインにて、2020年12月16日開催）



日本労働組合総連合会 事務局長　相原　康伸氏
2021春季生活闘争方針 インタビュー
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① 「連合何でも相談ホットライン」からみえてくること
・�コロナ禍の中、急速に相談件数が伸び、前年の

1.5倍近くで推移（例年、年間約15,000件を受け
ている）。件数もさることながら、女性や学生など
社会的に弱い立場にある人たちにしわ寄せが
いっている。

・�結成以来30年間の活動で、40万件のデータがあ
る。現在ＡＩに読み込ませ、チャットボットにより回
答する仕組みを開発中。

② 多様性を認め合う社会
・�共働き世帯の増加など、職場の風景が大きく変

わっている。この中で、社会保障のあり方、子ども
を社会でどのように育んでいくのかなど、社会の
環境整備のあり方が問われている。

・�これまでの働き方のモデル（正規社員の健康な
男性）から、多様な人々が社会の支え手となって、
その人の人生を豊かにし、可能性を閉じるようなこ
とがないような社会をつくっていこうではないか、と
いうことが大きなテーマになっている。

③ ジェンダー
・�Ｇ7各国のなかで2006年から2019年にかけて
ジェンダー指数の変化をみたところ、日本は下がっ
ており、さまざまな分野においてまだまだジェンダー
の平等が保たれていない。

・�世界では、クォータ（割当）からパリテ（男女同数
候補者）まで進んでいるという動きもあり、日本も
挽回の必要がある。

④ 外国人労働者
・�この10年間で3倍に増加し、外国人労働者のみな

さんが日本の社会を支えている現実がある。
・�こうした人々の働く環境や社会の受け入れ方に

ついて、検討していかなければならない。

⑤ どのような人も安心して働き続けられる社会
・�体調を崩したり、病気などの治療をしながらでも

就業できる環境をつくっていくことが重要。
・�障害者、LGBT当事者、高齢者、もしくは介護さ

れている方など、一人ひとりの背景が制約になる
ことなく、一人ひとりの可能性を広げていけるよう
な社会をつくっていきたい。

⑥ 連合の考えるセーフティネット（構想案）
・�社会に重層的なセーフティネットがある状態が望ま
しいのではないかと考えている。

・�たとえば、生活困窮に陥った際にも、早期に自立
でき、職能開発をしながら次のステップアップをす
ること、もしくは、失業したとしても社会保険や労
働保険の対象範囲に入っていること、あるいは職
場に労働組合があって労使関係で守られている
ことなど、さまざまなセーフティネットが社会に重層
的にあることは、今回のようなパンデミックが起き
た時代だからこそ必要であると考えている。

⑦ 投票権と主権者教育
・�多様な意見が世の中にはあることを前提に、それを

一つにまとめていくプロセスこそが大変重要。
・�自らが社会をつくっていく主体であるという主権

者意識を若い時から育むとともに、一票を投じる
行動は主権者としての責任を果たす重要な意味
があるということを広く伝えていきたい。

今年のインタビューは、当研究所のインターンシップの学生も参加させていただいた。冒頭で、インタビューの

前提として、連合の問題意識についてご説明いただいた。以下、①〜⑦で要点をまとめている。
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以下、2021年春季生活闘争方針についての
インタビューを掲載する。

１．2021春季生活闘争方針の意義と目的
― �今年の方針において、冒頭で「意義と目的」を打ち出さ

れた背景を教えてください。また、「感染症対策と経済
の自立的成長」の両立と、「社会の持続性」の実現を
めざす、という点について、考え方の背景、実現に向け
ての展望や課題をお聞かせください。

コロナという困難に世界的に直面する中、春闘
を通じて私たちの働くコンディションを考えるにあた
り、改めてその目的や意義を明確にしていくという
ことは、連合の大変重要な役割だと思っています。
その再確認も含めて、これまでの闘争方針の構成
を見直し、「意義と目的」を冒頭に示しています。
2020年は、コロナの影響により、テレワークをはじ
めとして働き方が大変革された1年でした。多くの
働く人たちが否応なく、この影響を受ける状況に置
かれました。ただし、感染症対策と経済の自立的
成長は、どちらか一方だけを選択するような二項
対立で考えてはいけないと考えています。

２．の「基盤整備」にも少し関連しますが、働くう
えでの雇用形態や働く場所を自分で選択ができる
ということと、選択したときにその働き方で自らが活
かせるということが大切です。たとえば、いわゆる
非正規雇用やフリーランスといった働き方は、正規
よりも不安定で、社会の構成員としてボトムなのだ、
という認識には絶対に立ってはいけません。経済
社会を支えている多くの人たちが、どのようなコン
ディションになったとしても、絶対に置いていかれる
ことがないという社会をつくることが必要であり、そ
の意味で私たちは大きな局面に立っているといえ
ます。

もう一点、2020年の春を思い起こしていただき
たいのですが、学校が一斉休校になりました。その
ときに起こったことは、給食センターで働いているみ
なさん、そこに資材・食材を搬入しているみなさん、
さらには牛乳をつくっている酪農業のみなさんな
ど、多くの方の仕事も実は止まってしまっていたと
いうことです。経済と社会は循環しているというこ
とに、あらためて気付かされました。これまでの当た
り前のような日常も、当たり前のように回っていくと
いうこと自体に価値があるということです。

もう一度、この日本を立て直していくためには、日
常の重要性やその価値をあらためて確認したうえ
で、働くコンディションを良くし、一人ひとりがやりが
いを高め、賃金が上がり、経済を再び伸ばしてい
ける――こうしたことを再確認することが大事だと
考え、今までの春季生活闘争方針とは、冒頭部分
を相当程度、組み直しています。

２．取り組みに向けた「基盤整備」
―�この「基盤整備」の中で、今回の方針から新たに追加さ

れた「消費者のマインドにプラスワン」という項目があり
ます。こちらについて、背景や内容をお聞かせください。
たとえば市役所のフロントで働くみなさん、百貨

店で包装してくれるみなさん、職場や仕事の中身
はまったく違いますが、公務でも民間でも、持ち場
や立場は異なっても、同じ働く仲間です。それにも
かかわらず、目の前で働いている人の尊厳を、同じ
働く人が損ねてしまうという残念なことが起こって
います。消費者に求められる倫理的行動が日々の
消費活動のなかで積み上げられているのか、相手
の尊厳を認めている態度で接することができてい
るのか、という点は大変重要です。

もう１点、サービスやプライスに対する価値に対
する考え方も見直さなければなりません。たとえば
ホテルのカウンターで、見事なさばきで大変気持ち
の良い清潔感溢れるサービスを施してくれる方が
います。それは長年にわたる教育と経験の蓄積に
よるものです。あるいは航空会社では、空港のフロ
ントライン、キャビンアテンダント、さらに整備など、飛
行機を一機運航するために多くの人がかかわって
います。すべて人々の知見・経験が加わって出来

日本労働組合総連合会　事務局長
相原　康伸 氏
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上がっているのです。このように、一つのプライスの
決定には、そのサービスや商品にかかわるすべて
の価値が背景にあるわけです。したがって、私たち
がたとえばフロントで接遇するみなさんの尊厳を損
ねるような態度をとってしまったとしたら、そこに作り
こまれたサービスやプライスに対する価値を認めて
いないということになります。いま、コロナの影響で
消費が大きく落ちこんでいますが、「消費者のマイ
ンドにプラスワン」という考え方は、そういう状況だか
らたくさん物を買いましょうという物量の話ではな
く、私たちがサービスを受けるとき、そのサービスの
なかには働く人たちの努力が入ったうえで、そのプ
ライスが成り立っているのだということを肝に銘じ
て、消費行動をしようということです。それが、今の
ような閉塞感が募る社会にあっては、もっとも身近
な支え合いの態度やマインドではないかと考えてい
ます。

― ��同じく、新たに立ち上げられた、「働く（work）みんなの
連合サポートQ（Wor-Q）」について、開設の背景や内
容をお聞かせください。
連合の新しいアプローチとして、フリーランスや曖

昧な雇用で働くみなさんを対象に、そうした方々が
横のつながりを作れたり、問題解決できたりする場
として育てていこうとしているものです。

たとえばウーバーイーツの配達をされているみな
さんの働き方には自由なイメージが強いかと思いま
すが、実際には従属性が強く、労働者性が認めら
れる部分が相当程度あります。しかし現実は自営
業ということになっているので、業務中に怪我をし
ても労災保険が出ないという問題が生じていま
す。連合として、こうした方々の就業環境をより良く
していこうと取り組みを進めており、Wor-Qはその
一環として創設したものです。

３．取り組み内容と具体的要求項目に関して
１）賃金
― �方針のポイントについてお聞かせください。特に、「規

模間格差是正」「雇用形態間格差是正」に向けて、具
体的にどのような取り組みを想定されていますか。ま
た、取り組むうえでの課題や重要な点はどのようなこと
だとお考えですか。

連合として企業規模間、雇用形態間における
格差の縮小のための努力を行ってきており、これ

を引き続き大きな方針として掲げていきます。
まず、企業規模間の格差是正についてですが、

ここ数年、中堅・中小企業でも、大企業における
率・額以上に処遇を引き上げているところがあると
いう点は強調したいところです。この背景の一つと
して、この大企業と中堅・中小企業は一つのサプ
ライチェーン、バリューチェーンでつながっているとい
うことがあります。経済活動は相互につながってい
るわけなので、処遇面での格差が開くほど、結果と
して良いサービスが生まれて来なくなるということに
なります。また、格差が開けば、中堅・中小で働い
ている人たちの消費マインドは高まらず、良い商品・
サービスを求めるということにたどり着けない人も増
え、最終的にはモノ・サービスに大きな影響が発生
します。企業の大小を問わず全体として賃金を底
上げし、格差を縮めていくということに対して、社会
的にその必要性が認められてきており、規模の小
さなところでも労使で努力されているところは少なく
ありません。

もう一つ、雇用形態間の格差是正についてで
す。労働条件のうえでは正規雇用の方が上回っ
ているものの、いわゆる非正規雇用で働く方々の
中には、主体的にこうした形態を選んでいる方もい
らっしゃいます。非正規雇用がブラックで正規雇用
がホワイトだという一律的な見方は危険です。ま
た、雇用形態の違いが、その人の生涯をすべて決
めて良いというものではないはずです。必ず頭に
置いておかなければならないのは、どのような雇用
形態であっても、一時間あたりの単価差が合理的
なものであるかどうかが極めて重要である、というこ
とです。同一労働同一賃金の法律は、今年4月か
ら中小企業にも適用になります。国としても大きな
課題認識をもっているわけでして、今後、雇用形
態間の格差是正ムーブメントをさらに大きなものに
していく必要があります。

２）すべての労働者の立場にたった働き方の見直し
―「60歳以降の高齢期における雇用と処遇に関する取り

組み」「テレワークに向けた労働組合の取り組み」の考
え方やポイントをお聞かせください。
私たちが過ごす就業期間は、相当程度長くなっ

ています。職業人生は、社会に出てから退職する
まで30年、40年とあるわけですが、今の日本では
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60歳定年制が依然として一般的であるものの、65
歳までの再雇用制度、さらに70歳までは選択的に
就業の形態を選べるという法律までできていま
す。人生百年時代といわれますが、70歳から100
歳までの30年分をどのように過ごすかということ
を、それまでの職業人生のなかで一人ひとりが作
りこんでいくことになるわけですから、それをいかに
良い形にするかということも、労働組合としては大
変重要なテーマになってきていると考えています。

働くうえでのコンディションを整備すること、とりわ
け今のようなパンデミックの時代において、職場の
安全、衛生という面に対して感度を高めていくこと
は、いっそう重要になっています。メンタル・フィジカ
ル両面で、働いている時間におけるマイナス要素
を極力限界まで少なくして、自分の可能性が最大
限発揮できる場をつくっていかなければなりませ
ん。60歳以降の方々が職場には増えているわけで
すから、処遇や雇用のあり方だけでなく、安全衛
生面での環境整備はより重要といえます。そうした
課題に対する感度が低い企業では、在籍する社
員の意欲も低下してしまいますし、学生からも選択
されないだろうと思います。

「テレワークに向けた取り組み」は、今年新たに
追加した項目です。テレワークの良い点は、オンライ
ンで多くの方と会えることでしょう。連絡事項、報告
事項、レクチャー、課題の共有など、ビジネスを進め
るうえで基礎的なところは、このオンラインでほぼ対
応可能となっています。オンライン飲み会も広がり、
つながりを維持したり、問題意識を共有したりする
ことは、相当程度できるようになりましたが、果たし
て重要決定事項までをも議論できるかどうかという
ところは、今後の課題だと思っています。それは、こ
の肌感覚のない平面の二次元の世界におけるコ
ミュニケーションに対して、私たち自身がどこまでク
オリティを引き上げていけるかというチャレンジでも
あります。オンラインとリアルで何らかの線引きを行
い、位置づけを明確にしていくことで、リアルとテレ
ワーク双方の強みを発揮できるようになればと思
います。

また、テレワークになると仕事にメリハリがつきづ
らく、労働時間が延びる可能性が高い点も懸念し
ています。ヨーロッパ諸国では、「つながらない権

利」という概念が社会的に浸透しており、自身の
能力開発ができる時間を確保するためにも、その
権利をしっかり守ろうという動きが広がっています。
そうした点を参考にするとともに、新しいツールを使
いこなすうえでの条件を完備していくことも大変重
要だと思っています。

３）ジェンダー平等・多様性の推進
―方針のポイント、課題や今後の取り組みについてお聞

かせください。
私たち自身が新しい社会をつくっていくうえで、

一人ひとりが尊重される重要性を共通の価値観と
していけるような世の中にしていくということが大事
です。それが、誰もが生きやすい社会であると考え
ています。様々に異なる境遇や背景をもつ「あな
た」や「私」によって、経済、社会、職場、家庭がつ
くられているということの価値や意義が再認識され
ようとしているのではないでしょうか。

コロナ禍において、「ソーシャルディスタンス」とい
う言葉が世の中に急速に広まりましたが、連合では
これまで、「ソーシャルダイアローグ」という言葉を
ずっと発信してきました。これを、さらに社会に浸透
させていく努力が求められています。他者と相互
理解を深めることを通じて多様性ある社会をつく
る、その一歩を踏み出そうということです。

４．コロナ禍での運動の展望
―コロナ禍における春闘や運動の進め方について、方向

性や展望をお聞かせください。
2021春季生活闘争は、デジタル化を最大限に

活用した運動にしなければならないと考えていま
す。これまでは、1000人規模でホールに集まり、そ
の年のアクションの議論や、世の中に春闘の取り
組みを宣言するような機会がありましたが、コロナ
禍において、そのような取り組みは難しくなってい
ます。しかし、こうした状況においても、春闘を通じて
「働く人たちのボイスがいよいよ発信され始めた」と
いう社会へのアピールは必要です。新しい技術も
駆使して、集会の雰囲気を醸成し、連合のアクショ
ンが動きだすということを新しい形で発信したいと
考えています。そのように仮想空間をつくって、そこ
でイベントを開催していくということも、新しい時代
の労働運動の一つのテーマだと考えています。集
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合できないことをマイナスにせず、逆にそれを強み
にし、より多くのみなさんに集まってもらえる機会を
提供していくことを検討したいと考えています。

また、昨年11月より、毎月5日を「連合の日」と位
置づけ、ツイキャスというSNSで番組を制作してラ
イブ配信し、多くの方に閲覧してもらっています。私
たちがこれまであまり接点をもててこなかった新し
い世代やフリーランスのみなさんなどとも気軽につ
ながりながら、「どこの職場にいても、ユニオンは一
番身近で、そばにいる存在」という形をつくってい
きたいと思っています。

質疑応答

当研究所のインターンシップの学生からの質問
に対し、お答えいただいた。以下であわせて紹介
する。

Ｑ �賃上げに関して、疑問に思ったことがあります。賃
金の格差是正は大変魅力的な政策だと思ったの
ですが、中小企業はコロナ禍で大きな打撃を受け
ています。非正規雇用の人たちの賃金が上がるこ
とによって今後の採用が難しくなってしまったり、リ
ストラが起こってしまったりするという懸念はないの
でしょうか。

Ａ【相原事務局長】
とても大切なテーマです。日本経済の大きさが

全体として小さくなっていくという前提に立つと、
おっしゃるような懸念やリスクが発生してくる可能
性があります。一方で、経済は成長し、パイが大きく
なっていくと考えると、そのリスクは減衰できるかもし
れません。たとえば職場の数が一定で、日本全体
で働く場所が10か所しかなく、これが9、8と減ると
したら、不安定な雇用形態で働く方ほど、その打撃
を受けやすいでしょう。一方で働く場所が10か所
から11、12になる、わかりやすくたとえれば、第1希
望の食品メーカーA社に入ることは叶わなかったと
しても、金融B社で採用が増えていれば、B社で働
くことで自分の人生を転換できる可能性が出てき
ます。経済のパイを広げていくということは、働く場
所を増やし、雇用のイスを増やしていくことにも同時
に取り組んでいくということです。そのためには、私
たちが積極的な消費行動をとるということが必要

で、多くの人にとってその原資は賃金なのです。こ
の賃金のボリュームを増やす努力をみんなでしな
い限り、経済は回っていかないということを、社会
の共通認識にしようと今取り組んでいるところで
す。

Ｑ �いわゆる官製春闘について、２点ほど伺いたいで
す。まず一点目は、マスコミ等で官製春闘と呼ばれる
ことによって、賃上げを政府で主導して連合は何も
していないかのように見られてしまうということが起こ
ると思います。このように官製春闘と呼ばれることに
ついて、どのように認識されていますか。
二点目は、昨今の官製春闘は実際は２％ベースで
賃上げが実行されましたが、それについて、たとえば
企業間での格差が拡大した、一律に賃上げが実行
された、など、どのように評価されていますか。

Ａ【相原事務局長】
このような質問が、ここ数年、よく私の元にも届き

ました。「官製春闘」という言葉は、連合発ではな
く、マスコミから発信された言葉です。

近年の賃上げについて振り返ってみましょう。
労働者も政府も企業もみんなが、まずはデフレを避
けよう、経済を変えようという認識を共有しました。
デフレにおいては、物価が下がり、生産も消費もど
んどんマイナスになります。G7をはじめとして諸外
国が成長を遂げているなか、日本だけが逆のトレン
ドになっていた状況を何とか挽回しないといけない
という日本の構造的課題への挑戦でした。そうした
状況認識を共有したうえで、政・労・使が力を合わ
せることにし、賃金についても積極的な話し合いを
行い、2013 ～ 2014年に賃金の引き上げモードを
作り、2020年までその流れを継続してきました。こ
のこと自体は、政・労・使が各々で多くのエネルギー
を費やした結果として高く評価しています。

一方で、「官製春闘」という冠が付いた報道が
なされ、政・労・使が努力することは良かったとした
うえでも、最終的に賃金を決定するのは政府では
なく、一企業の社長と労働組合の委員長が、経営
動向や働く人たちの気持ちを擦り合わせるための
十分な議論を行い、そこで初めて２％引き上げよ
う、あるいは１％下げよう、と決断していることを忘
れてはなりません。その決定プロセスに意味がある
ことに目をつぶり、賃金はどこかで誰かが決めてく
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れるというような認識では、経済構造として成り立
ちません。「官製春闘」の名のもとに、労使の力が
弱っても政府が決定してくれるという労使関係に
陥ると、誰も責任がとれなくなってしまいます。仮に
賃金を引き上げすぎて、その企業の競争力が落ち
てしまったとしても、その企業労使の決断、決定の
結果だということなのです。そうしたこともしっかりと
踏まえたうえで「官製春闘」といわれるワードの意
味を深く理解することが適切なのではないかと思
います。

コロナは想定外でしたが、2020春闘までの取り
組みは、積年の課題であるデフレから脱却し、日本
の経済構造を変えるうえでは、一定の成果があっ
たのではないかと思っています。ただし、ここからが
勝負であって、with / afterコロナの経済をどのよう
につくっていくのか、というのが新しい課題として出
てきていると思っています。

Ｑ �ジェンダー平等、特に女性の管理職志向につい
て研究しています。管理職数が少ないという問題
に加えて、そもそも女性に管理職になりたいという
人が少ないという問題もあると感じています。本人
が管理職になりたくないのであればそれでいいの
ではないか、という意見に対して、どう思われるで
しょうか。

Ａ【相原事務局長】
大事な観点ですね。入社して何年か経って、た

とえばマネージャーに空席ができたけれどもチャレン
ジしてみませんかという話があったときに、そのポス
トに魅力を感じませんという答えが出てきたとすれ
ば、その背景にどのような要因があるのかを探るこ
とが一番大事だと思います。「個人の選択が可能
な社会」をつくるということが重要であり、一定のモ
デルに当てはまる人しか働けないという職場をつく
ることは望ましくありません。それが取り除ける障壁
ならば、みんなで知恵を出して取り除こうじゃない
か、というのが大切だと思っています。

Ｑ �最低賃金を上げることによって、新しく起業しよう
とする方のハードルが上がり、企業の循環のサイ
クルのバランスが崩れてしまうのではないかと思う
のですが、その点をどう考えていらっしゃいます
か。

Ａ【相原事務局長】
賃金ということであれば、ベースアップだけでな

く、最低賃金もメインテーマの一つですね。現在の
最低賃金の全国平均は、902円。世界の事例を
見ると、全国で一律の最低賃金を決める、あるい
は地域や業種業態によって差をつけるなど、いく
つかの方法が選択肢としてあります。この最低賃
金を引き上げていくことは、プラスとマイナスと両方
の影響があるのですが、私たちはプラス面が大きい
のではないかと考え、それに沿った取り組みをして
きました。経済のパイを増やしていくというマクロの
観点がなければ、中小企業において最低賃金を
一円でも引き上げることは、確かに、その企業の経
営・雇用を危うくする可能性があります。経営者の
視点でそんなに労務費を払えないと思うか、それと
も最低賃金を一円でも引き上げることが経済社会
の全体のパイを拡大することにつながるものと理
解するのかは、政策決定上、もっとも重要なポイント
です。

諸外国と比べても、日本の902円という水準は、
圧倒的に劣位に置かれています。購買力平価の
換算方法にもよりますが、諸外国は1000円を大き
く超えています。日本のいまの経済の状況をもって
しても900円程度でよいのかといえば、それでは厳
しいというのは、私たち自身が肌身で感じていると
ころです。したがって、最低賃金を引き上げていく
ということを経済の仕組みのなかにビルトインして
いかなければいけないと思います。再びデフレに戻
らないための瀬戸際に今立っているという認識を
広く共有し、2021年の最低賃金議論に臨んでいく
ことが大変重要だと思っています。
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１. �日本の抱える構造課題とコロナ禍によって明
らかとなった社会の脆弱さを克服し、将来世代
に希望がつながる持続可能な社会を実現

2021春季生活闘争は、「総合生活改善闘争」
の位置づけのもと、国民生活の維持・向上をはか
るため、労働組合として、社会・経済の構造的な
問題解決をはかる「けん引役」を果たす闘争とし
ていかなければならない。

日本経済は、日本の抱える構造課題に加え、米
中貿易摩擦などによるグローバル経済環境の悪
化、コロナ禍の影響による全世界的な経済活動
の停滞、雇用情勢の悪化、
感染症予防と収入不安によ
る消費マインドの低下などによ
り、本年4−6月期のＧＤＰは
戦後最大の落ち込みとなっ
た。6月以降、経済活動の再
開により抑制されていた需要
が徐々に戻りつつあるものの、
リーマンショック時とは異なり、
コロナ禍は人の往来を抑制し
ており、観 光・飲 食・鉄 道・
航空など特定の産業に依然
として大きな影響を与えてい
る。そのため、今後の見通し

は、感染症の抑制、ワクチンの開発状況、グローバ
ル経済の動向の影響もあり、極めて不透明な状況
となっている。

また、今回のコロナ禍は、中小企業や有期・短
時間・契約等労働者など経営基盤やセーフティネッ
トが脆弱な層ほど深刻な影響を受けている。

こうした状況を克服し、将来世代に希望がつな
がる持続可能な社会を実現していくためには、経
済・社会の責任を担う政労使が、あらゆる機会を
通じて対話を重ねることが重要である。

連合のホームページ（https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2021/houshin/data/houshin20201201.pdf?6382）より、

Ⅰ.2021春季生活闘争の意義と目的、Ⅱ.2021春季生活闘争取り組みに向けた基盤整備を抜粋して掲載する。

Ⅰ. 2021春季生活闘争の意義と目的
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２. �感染症対策と「経済の自律的成長」を両立し
ていくためには、雇用の確保を大前提に、労
働条件の改善による消費の喚起・拡大が不
可欠

賃金は労働の対価であると同時に、経済や社
会基盤を支える財源でもある。

これから、感染症対策とともに経済を再生してい
く過程においては、雇用の確保を大前提に、社会
全体で雇用を維持・創出すると同時に、「底上げ」

「底支え」による所得の向上と社会基盤を支える中
小企業や有期・短時間・契約等労働者の「格差
是正」を実現することで、将来不安を払拭し、個人
消費を喚起し、内需を拡大させていくことが不可欠
である。それは、厳しい状況下にあっても、ここ数年
にわたって政労使で認識を一致させ、デフレ脱却
をはかってきた考え方を堅持することに他ならない。

その基盤となるのは、ニューノーマルの中で、公
務・民間、企業規模、雇用形態にかかわらず、安
心・安全に働くことのできる職場環境を整備し、
個々人のニーズにあった多様な働き方の仕組みを
整えることであり、分配構造の転換につながり得る
賃上げを実現していくことである。

３. �誰もが安心・安全に働くことのできる環境整備
と分配構造の転換につながり得る賃上げに取
り組み、「感染症対策と経済の自律的成長」
の両立と「社会の持続性」の実現をめざそう!

したがって、2021闘争においても、生産性三原

則1にもとづく「賃上げ」「働き方の見直し」を求め
るとともに、働き方も含めた「サプライチェーン全体
で生み出した付加価値の適正分配」に一体的に
取り組むことで、誰もが安心・安全に働くことのでき
る環境を整備していく。

とりわけ、「賃上げ」については、「底支え」「格
差是正」の観点を重視し、労働組合の有無にか
かわらず、一人ひとりの働きの価値が重視され、そ
の価値に見合った処遇が担保される社会の実現
をめざす。そのためにも、生産性三原則にもとづく
労使の様々な取り組みをいまだ届いていない組
織内外に広く波及させていくための構造と「賃金
水準」闘争を実現するための体制の整備に引き
続き取り組んでいく。 

また、労働者を「労働力」でなく「人」として尊重
する社会の実現のためには、労働組合自らが仲間
を増やしすべての職場や地域での集団的労使関
係を拡大していくことが重要であり、組織拡大に
全力で取り組む。連合・構成組織・地方連合会・
組合は一致団結して、正規・非正規、組織・未組
織を問わず、すべての働く者・国民の生活の「底
上げ」「底支え」「格差是正」と誰もが安心・安全
に働くことのできる環境整備をはかるため、『誰も
が希望を持てる社会を実現！安心・安全に働ける
環境整備と「底上げ」「底支え」「格差是正」で』
をスローガンに掲げ、「感染症対策と経済の自律
的成長」の両立と「社会の持続性」の実現に向け
て果敢に闘おう。
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１. �社会全体で雇用の維持・創出に取り組み、
セーフティネット機能を強化

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急的な
対応として、連合は2020年2月以降、政策提言・
要請や労働相談、社会対話活動を積み重ねてき
た。コロナ禍による雇用対策は、産業・業種ごとに
幅があることやセーフティネットが脆弱な層により深
刻に表れていることを踏まえたきめ細かな対策が
求められており、これまでの取り組みの継続およ
び体系的な対応をはかるため、連合本部に「コロ
ナ禍における雇用・生活対策本部」2を設置し、雇
用・生活・経済対策の政策面と世論喚起などの

運動面での取り組みを実施する。
当面は緊急的な雇用対策を政策面・運動面か

ら継続していくが、一方で、コロナ禍以前からの構
造的課題であるわが国の人口減少やデフレの状
況を踏まえれば、より生産性が高く賃金が相対的
に高い良質な雇用を増やしていくことも重要であ
る。中長期かつ幅広い視野をもって日本の雇用課
題の論点を整理し、政策立案につなげていく。

取り組みにあたっては、経済団体、行政、ＮＰＯ
など様々な団体・組織とつながり、より高い効果が
発揮できるように取り組んでいく。

Ⅱ. 2021春季生活闘争取り組みに向けた基盤整備
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２．「消費者のマインドにプラスワン」
個人消費の源泉である商品やサービスには、よ

り良いものを提供したいとする企業や労働者の努
力と価値が詰まっているが、現在の消費マインド
は、徐々に改善の兆しが見えるものの、感染症予
防と収入不安により大きく落ち込んだままとなって
いる。

個人消費は日本のＧＤＰの6割を占めている。一
人ひとりが消費に積極的になることは、そこに込め
られた価値を認め合い、互いが互いを支え合う機
会を増やすことにつながり、そのことが結果として、
企業や経済の成長を支え、雇用の維持・創出にも
つながっていく。
「雇用と生活を守る」取り組みを強力に推し進

めつつ、感染症対策と「経済の自律的成長」を両
立させていくためには、商品やサービスに込められ
た価値を共有し合うことで、必要以上に消費を冷
え込ませない環境づくりが極めて重要であること
を、働く者の立場から社会に呼びかけていく。

３．�サプライチェーン全体で生み出した付加価値
の適正分配
中小企業は地域経済の担い手である。中小企

業の経営基盤を強化し、賃上げ原資を確保してい
くためには、働き方も含めた「取引の適正化」の推
進が不可欠である。加えて、それぞれの強みや地
域資源を活かし、豊かな暮らしや良質な仕事が創

り出される、分散型で活気ある地域社会をつくっ
ていくためにも、「パートナーシップ構築宣言」の推
進3、「笑顔と元気のプラットフォーム」を通じた地域
の関係者との対話などを進めていく。

さらに、働く者は同時に消費者でもある。一人ひ
とりが倫理的な消費行動を日々実践していくことも
持続的な社会に向けた大切な営みであり、消費
者教育の推進とともに、働く者の立場から社会に
呼びかけていく。

４．賃金水準闘争を強化していくための体制整備
中小組合や有期・短時間・契約等で働く者の

賃金を「働きの価値に見合った水準」に引き上
げ、企業内の男女間賃金格差を是正していくため
には、賃金実態の把握と賃金制度の確立が不可
欠である。構成組織は、加盟組合の個人別賃金
データの収集とその分析・課題解決策に向けた支
援を強化する。

加えて、産業相場、地場相場を引き上げ、産業
内や地域の未組織労働者への波及効果を高め
ていくためにも、地方連合会との連携を一層強め、
地域における賃金相場の形成に向けて、「地域ミ
ニマム運動」へ積極的に参画する体制を整える。

５．春季生活闘争を通じた組織拡大の取り組み
組織化は労使交渉の大前提であり2021春季

生活闘争がめざす働く者の「底上げ」「底支え」
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「格差是正」の実現に不可欠である。加えて、雇
用労働者のみならず、すべての働く仲間をまもり・
つながることで新たな組織の活力を創り出し、コロ
ナ禍で明らかとなった社会の脆弱性を克服するこ
とを強く意識して取り組みを進める。

（１）�構成組織は、雇用形態にかかわらず同じ
職場で働く仲間の組織化と処遇改善の
促進をめざして、「職場から始めよう運動」
をより強化し、同じ職場で働く仲間の組織
化に積極的に取り組むよう加盟組合を指
導する。

（２）�構成組織は、「連合組織拡大プラン2030」
（以下：「プラン2030」）においてターゲット
に定めた未組織の子会社・関連会社、取
引先企業などで、加盟組合とともに組合
づくりの前進に取り組むとともに、組織力
の強化に向けた体制の基盤強化に取り
組む。

（３）�地方連合会・地域協議会は、地域の中
小・地場企業の交渉支援や、地域の経
営者団体・各業界団体への要請や対話
活動などを通じて、地域における組織拡
大に向けて取り組む。

（４）�連合本部は、曖昧な雇用やフリーランスな
ど雇用関係によらない仲間に対して専用
サイト「働く（work）みんなの連合サポートＱ」

（愛称：Wor-Q）を通してつながり、情報提
供などを行う。

（５）�上記の取り組みは通年の活動ではあるが、
「プラン2030」における各組織が掲げた目
標の達成に向けて、特に2021春季生活
闘争の前段を強く意識し、取り組みを強
化する。

1 �生産性運動は政労使によるものであり、生産性運動の趣旨を明らかにするために確認されたのが生産性三原則である。生産
性三原則とは「雇用の維持・拡大」「労使の協力と協議」「成果の公正分配」のこと。雇用の安定、労働条件の維持向上と
生産性向上とは相対立するものではなく、むしろ労使の協力と協議によって両立が可能であることを明示したもの。

2 「コロナ禍における雇用・生活対策本部」当面の取り組みについて（2020年10月15日第13回中央執行委員会確認）参照
3 �「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配」実現に向けた基盤強化の取り組み（パートナーシップ構築宣言に

ついて）（2020年6月18日第9回中央執行委員会確認）参照
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雇用も賃金も

2020年12月1日に行われた連合の中央委員会

で確認された「2021春季生活闘争方針」は、①

日本の抱える構造課題とコロナ禍によって明らか

となった社会の脆弱さを克服し、将来世代に希望

がつながる持続可能な社会を実現、②感染症対

策と「経済の自律的成長」を両立していくために

は、雇用の確保を大前提に、労働条件の改善に

よる消費の喚起・拡大が不可欠、③誰もが安心・

安全に働くことのできる環境整備と分配構造の転

換につながり得る賃上げに取り組み、「感染症対

策と経済の自律的成長」の両立と「社会の持続

性」の実現をめざそう、の3点を方針の基調に掲げ

ている。

このうち、③の賃上げについては、従来の方針

を継続して、「底上げ」「格差是正」「底支え」を基

本方針としてかかげたうえで、具体的な数値として

は、定期昇給相当(賃金カーブ維持相当)分の確

保を大前提とし、「2％程度の賃上げ」の実現をめ

ざす、としている。この要求賃上げ率は、昨年と同

様である。定期昇給に重要な意義をもたせている

のも共通しているが、有期・短時間・契約などで働

く労働者についても、昇給ルール導入の取り組み

をすすめることを重視し、昇給ルールの導入にあ

たっては、勤続年数で賃金カーブを描くようにする

ことを強調していることに特徴がある。

3点の基本方針のいずれにも、「コロナ禍」ある

いは「感染症」という用語がふくまれていることから

もわかるように、「コロナ禍のもとでの春闘」という

のが、2021年の春闘の、いわば宿命的な性格で

ある。

問題の焦点は、コロナ禍のもとで、各レベルの

労働組合の活動の重点をどこにおくか、である。こ

の点は、基本方針において、「感染症対策ととも

に経済を再生していく過程においては、雇用の確

保を大前提に、社会全体で雇用を維持・創出す

ると同時に、「底上げ」「底支え」による所得の向

上と社会基盤を支える中小企業や有期・短時間・

契約等労働者の“格差是正”を実現することで、

将来不安を払拭し、個人消費を喚起し、内需を拡

大させていくことが不可欠である」という文章に示

される。

ここでは、大企業だけをとっても、自動車産業の

ように繁忙を経験している産業と、航空産業のよ

うに出向や休業補償によって「人べらし」を大規

模に展開している産業といったかたちで、産業間

に差があることは無視すべきではない。とくに賃上

げにあたっては、それぞれの産別ごとに、特徴的

な方針が示されることになるだろう。しかし、全体と

してみれば、コロナ禍のもとで、各種の非正規労

１. 連合の春季生活闘争方針
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働者を中心に、深刻な失業問題が発生しているこ

とは、紛れもない事実である。

一方、バブル経済崩壊以降の30年間に日本経

済はまったく停滞した。コロナ禍は経済成長率を

マイナスに落ちこませたが、それ以前の段階で、一

人当りGDPでは、もはや、経済大国などとはいえな

い水準、購買力平価でみてほぼ韓国、台湾と同

じ水準にまで落ち込んでいた。その基本的な原因

は、連合方針が指摘する通り、家計所得の、した

がってその源泉である賃金の長期にわたる実質

的な低下により、内需がまったく停滞してしまった

ということに原因がある。

したがって、今春闘がコロナの直接的な影響と

しての雇用問題についての対策が必要であると

同時に、日本経済の構造的な問題としては、家計

所得、したがって賃金の大幅な上昇が不可欠であ

る、という意味で、「雇用も賃金も」という、連合方

針はコロナ禍のもとでの春闘の中心的な意義を示

している。

雇用対策のポイント

雇用問題はたしかに深刻である。労働力統計

調査の2020年11月分の数値をみると、完全失業

者は、10カ月連続の増加で、前年同月に比較して

44万人増えた。失業率は2019年平均2.4％だった

ものが2.9％となっている。

しかし、この数値は、進行している事態の一端を

示しているにすぎない。まず、コロナ禍のもとで、対

象、給付率が臨時的に拡張された雇用調整助成

金制度、緊急雇用安定助成金、感染症対応休業

支援金などを利用することより、「休業」している

雇用者は多い。雇調金などの申請件数は2020年

10月現在、累計で1万5000件を超えており、対象

となる雇用者は十万人の単位に達するものとみら

れる。こうした休業者は、出向者などとともに、潜在

的な失業者である。

もう1つの種類の潜在的失業者がある。その内

容は、就業者の減少数と完全失業者の増加数の

差が示している。2020年11月現在の対前年同月

比で、就業者の減少数は55万人で、失業者の増

加数より10万人多い。完全失業者としてカウントさ

れるには、求職活動が要件とされているが、高齢

者や主婦パートの場合には、失職しても、すぐには

職探しをしない場合がある。また、これも完全失業

者としてカウントされない、コロナ禍で急速に拡大し

ているいわゆるギグワーカーの多くもまた潜在的な

失業者である。

こうした潜在的失業者を計算に入れれば、失業

率は5％以上に達すると推定することができ、コロ

ナ禍のもとでの雇用問題がより深刻なものである

ことが理解できよう。

だが、全体としては、厳しい雇用情勢が示される

一方で、依然として「人手不足」を示す数値があ

る。2020年9月の常用(除くパート)の有効求人倍

率をみると、全体としては0.94倍と、雇用情勢の厳

しさがここでも示されている。しかし、同じ統計で、

職種別をみると、有効求人倍率が3倍を超えてい

るものに、建築・土木・測量技術者(5.70)、社会

福祉の専門的職業(3.01)、介護サービスの職業

(3.17)、建設の職業(4.38)、土木の職業(6.10)、

電気工事の職業(6.10)などがある。このほか、有

効求人倍率が2倍近くか、それを超えているものの

なかには、保健師、助産師等(2.04)、医療技術者

(2.13)、自動車運転の職業(1.97)なども含まれる。

こうした職種別の労働力不足は、地域によって

大きな差があることにも注意しておかなければなら

ない。たとえば、農林魚業では、全体としてはそれ

ほど高い数値とはなっていないが、地方的地域で

は深刻であり、雇用問題における地域性にも配慮

が行われなければならない。

いずれにしても、こうした数値は、高失業率のな

かでの労働力不足という事態を示しており、コロナ

禍での雇用問題には、各企業における解雇など

への対処を超えて、社会的・構造的な問題として
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取り組まれる必要がある。しかし、マクロでいえば、

何よりコロナの危機的状況を脱却したあとの雇用

問題の解決には、需要の拡大による経済成長が

不可欠であるから、雇用問題の解決のためにも、

経済成長を可能とする賃上げが不可欠となる。

この意味で、雇用と賃金とは一体となる。産業や

企業別の労働組合のレベルでは、当面の雇用問

題への対処から、マクロ経済の視点を抜きにして、

「合成の誤謬」に陥らないようしてもらいたいもの

である。

賃上げは軽視されていないか

繰り返していえば、連合の春季生活闘争方針が

「雇用も賃金も」と提起しているのは、コロナ禍に

対処する方針としてきわめて適切である。しかし、

この方針で、十分な準備が進展しているのか。

たとえば、連合総研の「2020 ～ 2021年度経

済情勢報告」をとりあげてみる。今年の報告には、

「新型コロナ・ショックとwithコロナ時代に向けて」

というタイトルが付されている。連合と連合総研が

どこまで一体であるのかは、ここでは問わないとし

ても、毎年出される経済情勢報告が連合春闘に

おける支えとなってきたことは明らかである。

春闘の賃上げに直接かかわるものとしては、

「補論」というかたちで、一定の賃上げが実現し

た場合とそうでない場合の経済成長への影響に

ついてのシミュレーション結果が掲載されてきたこと

があげられる。たとえば、昨年の経済情勢報告の

補論では、物価上昇率0.6％と想定し、名目賃金

の伸びが2018年度並みの0.9％とした場合をAケ

ース、0.6％とした場合をBケースとした2つのケース

で日本経済の見通しを示していた。シミュレーション

結果が示すところでは、GDPの伸びは、Aケースで

は名目1.5％、実質0.8％、Bケースでは名目1.2％、

実質0.5％となった。賃上げの数値は連合の要求

基準そのものではなかったが、より高い賃上げがマ

クロ経済成長にも貢献することを計量的に示して

いたことになる。

今年度の経済情勢報告では、このような賃上

げ効果を示す計量分析はまったく示されなかっ

た。今年の補論では、コロナの感染度合いにした

がって、標準、アップサイド、ダウンサイドのシナリオ

のもとで、日本経済がどの時点で2019年段階に

復帰するかの想定にとどまっている。コロナの感染

動向次第、あるいはワクチンの効果次第で、日本

経済が左右されるという想定になり、労働組合の

主体的なビヘイビアがマクロ経済にどのような影響

を与えるかの分析は行われていない。その内容で

も、賃上げに視点をおいた文章はみられない。残

念なことに賃上げは、ここでは、明らかに軽視され

ている。連合総研には、あらためてコロナ禍でマイ

ナス成長となった日本経済がプラスに転ずるため

にどの程度の需要の伸びが必要か、そのための

賃上げはどの程度か、あるいは具体的に補正予

算のGotoトラベルへの補助金１兆円を、思い切っ

た地域最低賃金の引き上げのために、中小企業

や零細企業を一定期間支援する補助金に組み

替えたときの経済成長への影響の違いはどの程

度か、を類推できるシミュレーションをやってほしい

ものである。

医療・介護労働者の賃上げを軸に

賃上げが日本経済の成長回復に不可欠である

とした場合、どこからそれを実現したらよいのか。

むろん、コロナ禍において、マクロで賃上げが経

済の回復・成長に不可欠であるといっても、一斉

に賃上げが実現するわけではない。どの分野で、

２. 賃上げの方向性
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どのような手法で最終的に雇用者全体に行き渡

る賃上げを実現していくかが、春闘には問われる

ことになる。ここでは多失業、一部の業種での人

手不足という雇用・失業構造とは密接な関係があ

ることに着目したい。

連合の春季生活闘争方針も連合総研の経済

情勢報告もふれていないことであるが、コロナ禍の

重要な側面は「医療の崩壊」と呼ばれる現実であ

る。医療の崩壊については、患者数と病床数との

比率で深刻度が指摘されるが、実は、病床や医療

機器はあっても、それを活用して治療にあたる医

師や医療技術者、とくに看護師の人員不足に根

本的な問題がある。医療の崩壊の本質は医療労

働者問題である。

看護師の多くは、人命を救助するという働きに

意欲を燃やし、専門教育を受け、資格をとって病

院などに就職する。しかし、現状においては、有資

格者が約200万人いるのに対して現実に看護師

として働いているのは、約150万人である。有資格

者のうち4人に1人は、比較的に若い時期に退職

していることになる。理由はさまざまであるが、結局

は看護師の労働条件に帰着する。

いま、2019年の賃金構造基本調査によって、

看護師賃金(無期雇用、フルタイムの所定内給

与、特別給与を含む)をみると、時給換算で1721

円である。産業計の1529円を上回るが、おなじ医

療職である医師の4715円と比較すると3分の1

をわずかに上回る水準にある。かつては、看護師

は、入院患者用のベッドメーキングや食事の配膳

など、多様なタスクをこなすことに仕事の特徴があ

った。いまでは、看護師の仕事が、注射、採血、各

種の検査、高度化する医療器具の管理など、より

高度の技術・技能を要する職務になっている。実

際に、これらの医療行為を通じて、入院患者の状

態は、医師よりも看護師がよりよく把握している場

合が少なくない。

一方、かつての看護師の仕事の一部は資格の

ない看護補助者に託されるようになっている。その

看護補助者の時給換算額は平均1198円となっ

ている。コロナの重症傷患者の場合、看護補助者

を病室に入れられないため、看護師の職務は拡

大し、感染の恐怖もあって、退職を申し出るケース

が後を絶たないといわれている。賃金を軸とした

労働条件の改善がなければ、いくら使命感に燃え

るといっても限度がある。

同様のいわゆる燃え尽き症候群が多く、人の入

れ代わりの多い職種はホームヘルパーと福祉施

設介護員である。平均賃金額をみると、ホームヘル

パーが1391円、施設介護員が1300円である。看

護師よりも20％程度低く、全体平均よりも10％程

度低い。施設職員に入れ代わりが多い理由の1

つは、たとえば、新規の施設ができ、わずかでも高

い賃金が提示されると、そちらに移ってしまうという

ものである。介護関係の職種は、有効求人倍率か

らみて、人手不足の最たるものの1つである。医療

従事者とともに、介護従事者の充足をはかるため

には、思い切った労働条件の改善が不可欠であ

る。

医療と介護の賃金に共通するのは、いずれも

社会保険制度のなかで、サービスが政府に統制さ

れており、医療従事者の賃金もまた基準単価とし

て統制されている、ということである。国によって統

制されている以上、これらの分野における賃金改

善は、個別の経営者との交渉だけでは解決しえな

い性格をもっている。エッセンシャルワーカーという

用語法が適切であるかどうかには問題はあるが、コ

ロナ禍との対応において、これらの分野の労働者

は不可欠である。その充足のためには、一般的な2

％プラス定昇見合い分という要求で十分であるか

どうかは検討の余地はあるが、とにかく一定の賃

金引き上げは緊急かつ不可欠であり、これらの分

野の賃上げを、連合を軸として労働界が一丸とな

って、対政府交渉を組織するというような方針を

立てることができないのだろうか。そこでこそ、雇用
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も賃金も、という方針が生きていくはずである。ここ

ではコロナ禍のもとで、失業の恐怖をどう克服して

いくか、ということと同時に、足りない労働者を充足

させていくための手段をどうつくりあげるか、という

発想が不可欠となる。

この場合、介護労働者賃金の引き上げは、地

域最低賃金の引き上げなどと並んで、全体の賃

金の「下支え」となり、看護師賃金の引き上げは中

間的な労働者の賃金引き上げの基準となる可能

性がある。

要するに、ここでの提言は、コロナ禍のもとで、

人手不足が逼迫し、かつ緊急に労働条件の改善

が不可欠な分野を軸にして、賃金引き上げを実現

するような戦略を打ち立てるべきである、ということ

である。この場合、医療や介護においては、労働

条件決定において、政府が決定的な位置をもって

いるので、ナショナルセンターが責任をもつかたち

で、交渉結果が単なる話し合いではなく、原資のレ

ベルで5％の引き上げが可能となるような協定書な

どを成立させる政労交渉が必要となる。これが、連

合の春季生活闘争の方針がいう「底上げ」の具

体的な実践となるはずである。

連合にとって、こうした賃上げ戦略には、たとえ

ば医療労働者の場合、連合内にも関連する組織

があるが、主要な組織が全労連に所属していると

いう難点がある。しかし、産別ではなく、実際上、日

本で唯一のナショナルセンターが、コロナという国

民的な災害を克服する一環として政労交渉を推

進していくことになんらの遠慮もいらない。狭量な

見解はこの際捨てるべきである。少し先の将来を

考えれば、こうした行動で、連合への一体感も醸成

される可能性もある。

社会的レベルでのキャリア

最初にみたように、連合の春季生活闘争方針

では、非正規労働者について、経験(勤続)年数に

もとづく昇給ルールの確立を提唱している。これは

重要なことである。しかし同時に、非正規労働者の

職業生涯全体を考慮にいれると、同一の仕事の

枠内だけでの昇給をルール化するだけでは不十

分である。

それは、1990年代後半以降の就職氷河期に

遭遇し、現在は40歳台に達している非正規労働

者群の実態をみればよくわかるはずである。これま

での日本では、学卒で正規社員として入社した労

働者は、製造業の現業労働者のように基本的に

はOJTで教育訓練を受け、熟練を磨いていくケー

スや事務系のように様々な部署での経験を積み、

時には特別の教育・訓練も受け、管理職などへ昇

進していくというキャリアをもってきた。いわゆる正

規と非正規で決定的に異なるのは、企業による能

力開発のための人的資本投資の対象となってき

たかどうかである。就職氷河期時代に、非正規とし

て職業人生を始めた労働者は、このような企業に

よる能力開発投資の対象とはならず、したがって

不熟練労働者のままで長い職業人生に耐えなけ

ればならないことになる。

同じことは、たとえば、介護労働者や看護補助

者についてもいえる。いったん介護労働者として

施設に就職したとすると、経験を積めば、1人1人

内容が異なる被介護者に対して、よりたしかな介

護が可能となるだろう。その限りでは、経験年数に

応じた昇給ルールの確立は不可欠である。しかし、

介護での経験をもとに、違った分野での職業生涯

を追求しようとしても、その施設の内部では不可

能である。看護補助者の場合にも、そのままでは、

永遠に看護補助者の位置にとどまることになる。

3. 政策制度の課題
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賃金に関していえば、経験年数による昇給ルール

が確立されても、平均賃金水準以下にとどまって

しまう可能性が高い。

何が必要か。職業生涯をいわば、高度化する

社会システムを構築することである。これまでの経

験年数も考慮にいれ、社会的レベルの教育・訓練

をへて、看護師なり、作業療法士なりへの道を開

くといった仕組みが開発されるべきである。労働組

合には、労働者のキャリア保障として、経験にもと

づく昇給ルールを超えたこうした社会システムの構

築の具体的な提案と実現を推進してもらいたいも

のである。このような施策は、多失業下の労働力

不足という事態を改善して、雇用を保障するととも

に、賃金水準の引き上げにも、つまり雇用にも賃金

にも貢献することになる。

社会保障制度の根本的再検討

コロナ禍は、日本の社会保障制度全体の見直

しを必至のものとするだろう。たとえば、失業者対

策である。現在の法制度では、まず雇用調整助成

金などによって「失業」をださず、企業内にとどめ、

いよいよ、失業した場合には失業手当給付が出

る、という仕組みになっており、いずれも雇用保険

上の措置である。問題はそのあとである。職業訓

練など多少の延長期間はあるが、雇用保険上の

受給期間が切れたあとの制度的な措置はない。

制度的には生活保護を受給する権利はあるが、き

びしいミーンズテストを経なければならない。

仮に、現在の生活保護制度のなかにある住宅

扶助、教育扶助、疾病扶助を独立させ、インカムズ

テストだけで受給できるようにするとか、雇用保険

とは別の公費による失業手当制度が樹立されれ

ば、非正規労働者が失業と同時に住宅を喪失し

て路上生活者になったり、失業者の子どもたちが

高校や大学を辞めたりする事態は防げるだろう。

家賃の支援金制度のようなかたちで部分的には

それに近い制度が導入されているが、社会保障体

系の根本を見直すものとはなっていない。コロナ禍

の春闘の政策制度闘争ではそうした根本的なあり

方を見直す要求を労働組合側からつきつけてほし

いと思う。

医療保険についても見直しが不可欠である。医

療というのは予防、治療、後保護の3段階からなる

体系である。しかし、コロナ禍が明らかにしたのは、

このうちの予防がまったく手薄だったということであ

る。PCR検査にしても、保健師の不足のために、

希望者が受けられないケースが多くみられた。健

康保険制度にしても、各種の予防注射にみられる

ように、自治体からの補助金が出るにしても、健康

保険の対象となっているわけではない。健康保険

のなかに加えるか、人員を含めて保健所機能を抜

本的に強化するか、医療問題の根本に迫る対策

も政策制度の中心として確立することを春闘の課

題としてもらいたいと思う。

いずれにしても、連合の春季生活闘争方針が

いうように、コロナ禍は日本の社会システムの欠陥

を明らかにした。今春闘では、産別、企業、地域の

それぞれでそのような欠陥を克服していく内容と

道筋、要するに文字通りの生活闘争の道筋をぜ

ひ論議してもらいたいと思う。
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周知の通り、2020年11月に行われた米国大統領選は
異例づくめであった。とくに、現職であったトランプ氏は、コロ
ナ禍で増加した郵送投票に不正があったと主張し、多くの
州で、開票のやり直し等を提訴する事態となった。さらに1月
6日の連邦議会では、民主党・バイデン氏の次期大統領就
任確定を阻止しようと、狂信的なトランプ支持者（コア・トラン
ピアンと呼ばれる）が議会を襲撃し、死者まで発生すること
となった。「あの」民主主義国家とは思えない、まさに異常
事態である。さらに国内外の多くのメディアでは、この襲撃事
件を行ったコア・トランピアンは、米国内における陰謀論（サイ
ト）「Qアノン」の信奉者であったこともしばしば指摘されてい
る。Qアノンは、米国の政治・社会の中枢（特に民主党やリ
ベラル系の有名人）が「ディープステート」と呼ばれる秘密結
社によって支配されており、さらにトランプ氏はこの秘密結社
と戦う英雄として位置づけられている。また、トランプ氏自身
がQアノン陰謀論を（大統領当時）ツイッター上で引用したこ
とから、Qアノン陰謀論に影響を受けた一部のトランプ支持
者がコア・トランピアンとなり、より強行になったともいわれて
いる。そこで今回は、とくにネット上に蔓延する各種の陰謀論
をどのような人が信じてしまうのかに関する論考を整理し、
健全な民主主義を支える政治情報の発信のあり方につい
て考察したい。

アメリカに蔓延する陰謀論の正体
会田弘継（青山学院大学教授）「トランプ派知識人

が展開する｢陰謀論｣の中身」（『東洋経済ONLINE』
2019年2月26日）は、トランプ派の知識人の中には、まさ
にディープステート陰謀論と相似的な「国家内国家」といっ
たような言説をこれまでも発していることを紹介する。さらに
こうした言説の一部には、合衆国憲法を持ち出してオバマ
大統領こそが弾劾に値するとまで主張する知識人層まで存
在することを指摘している。また中山俊宏（慶応大学教授）
「SNSで組織化　表舞台へ」（『朝日新聞』2020年10
月30日朝刊）は、トランプ支持者がQアノン関係の陰謀論
情報をネット上で接触すると、検索上のアルゴリズムによっ

て、さらに同様の陰謀論的情報がサジェストされやすくなるこ
とを問題視する。どの程度のトランプ支持者が真に受けてい
るかどうかはまだわからないものの、特定の支持者だけに陰
謀論への接触機会が増加することで、結果的に、現実と異
なる「世界観」が強化されやすいと説明する。さらに米国内
で急激に陰謀論が蔓延した背景について、海野素央（明
治大学教授）「アメリカ版2ちゃんねらーが熱狂する「Q
アノン」現象の恐怖」（『現代ビジネス』2018年8月22
日）も、既存メディアに対する不信感があると指摘し、トランプ
氏は、Qアノンなどの陰謀論を戦略的に利用し、まさにメディ
アをはじめとする既成勢力に対する有権者の反感心理を
巧みに汲み取ることに成功したと述べられている。

誰が陰謀論を信じるのか？
では、誰が陰謀論を信じてしまうのだろうか。手前味噌で

あるが、秦正樹（京都府立大学准教授）「「右でも左でも
ない普通の日本人」を自認する人ほど、陰謀論を信じや
すかった…！」（『現代ビジネス』2020年12月3日）は、
自身の政治的意見を「普通」と認識している人ほど、いわ
ゆる「在日特権」などのネット上の言説を信じる心理傾向を
明らかにしている。またジェイムズ・ティリー（英オックスフォ
ード大学政治学部教授）「陰謀論――なぜこれほど大勢
が信じるのか」（『BBCNEWS JAPAN』2019年2月
18日）は、米ヴァンダービルト大・バーテルス教授の、そもそも
人々は、なにか良くないことがあると政治家のせいにする傾
向があるとの議論を紹介し、常に「安心」を求める人々の心
性がその原動力になっていると説明する。また、石戸諭（ジ
ャーナリスト）「政治家のSNSが酷すぎる―日本学術会議
と中国｢千人計画｣デマに踊る国会議員たち」（『文藝春
秋』2020年12月号）は、「中国千人計画」に関する根拠
のないデマについて、（とくに自民党の）国会議員ですら数
多く信じている人がいることを指摘し、政策立案に陰謀論が
入り混む余地がある可能性に警鐘を鳴らす。

私たちが信じるべき政治情報とはなにか？
以上では、米国を中心として、現実世界に大きな影響を

与える陰謀論の実態にかんする論稿を整理した。Qアノンを
はじめとする一連の陰謀論は米国発信であるが、日本にも、
それと同様の主張する論壇人も存在する（Jアノンとも呼ば
れる）。これまで陰謀論は、都市伝説などの「エンタメ」として
理解されてきたが、とりわけ、COVID-19ワクチン接種に関
してさまざまな陰謀論が数多く出現することが容易に想像さ
れる現在では、早急に改善するべき社会的課題となってし
まった。コロナ禍において、急速に不安感が社会全体で高
まっている今だからこそ、論理・根拠・科学・エビデンスなど
の価値を改めて認識するべきであるように思われる。

秦正樹（はた・まさき　政治行動論・政治心理学）
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労 働
批 評 早稲田大学社会科学総合学術院　教授

篠田　徹第10回

前回の「労働批評」で、米国のバイデン新政権

の労働長官をめぐる、現地の報道を紹介した。その

中で、まず本命視されていた現ボストン市長で、前の

ボストン建設労組協議会トップのマーティ・ウォルシュ

（Marty Walsh）氏について、ぼくが知っていること

も含めて、詳細な解説を加えた。そしてこの人が、労

働長官に指名された。しかもその報道が出たのが、国

会議事堂占拠事件の翌日であった。閣僚人事には

根回しを含め、決定には相当の手筈が必要なので、

後者の出来事が前者の決定をもたらしたとは思えな

いが、タイミングは非常に象徴的である。

その点を今回は論じよう。

前回紹介した記事が、彼を本命視したのは、米国

労組のナショナルセンターであるAFL-CIO（アメリカ

労働総同盟・産業別会議）の主流派が強く推してい

たことがその理由となっていた。

また、その際の説明で、彼らはウォルシュ長官であ

れば、トランプ大統領を支持した建設労働者にもア

ピールできると考えている旨のコメントもなされていた。

この点は、バイデン政権の支持基盤をこの際もう一

度固め、失地回復する意味もあるだろう。

同時にそれは、組合指導者にとっても己の権力基

盤にかかわる問題だ。というのも、組織内でトランプ支

持派が一定規模になれば、基本的に民主党支持の

これら組合にとって、組織の統一をゆるがせにし、ひ

いては指導者の力をも左右することになる。その意

味で、これは民主党の問題であるとともに組合の問

題でもある。もっともここで一言添えておけば、米国の

労組は、民主党の最大最強の支持基盤といわれて

きたが、その評価は次第に過大のそしりを受けかね

ない程、近年の民主党はそれほど労組に票を頼って

いない。それゆえ、この間の民主党と労組の間の関

係は、政策的には一致より齟齬が目立ったといって

差し障りなかろう。

基本的に国内労働市場での既得権益の保護を

第一に考える労組は、数年前迄、民主党が新たな票

田として期待した移民の増大を歓迎してはいなかっ

た。確かに近年は、AFL-CIOも移民労働者の権利

擁護へと舵を切ったが、それはもはや不法を含め、ラ

テン・アメリカ系を中心に、移民労働者の利益を代表

しない労働運動は、組織拡大の点からも、社会的な

評価のそれからも、さらに政治的な立場から考えても

早晩立ち行かないことが明らかになったからに他なら

ない。

むしろ民主党との齟齬は、移民の問題を含めた経

済のグローバル化にあったといってよい。それは移民

以上に、物流・情報の安価で柔軟な交換がめざさ

れ、そこでは生産者より消費者の利益が優先され、

前者を保護してきた規制は順次緩和される。その手

始めは、クリントン政権下での北米自由貿易協定の

手続き簡素化で、労組は当時は今よりあった選挙へ

の労組の影響力を駆使し、猛烈なロビーイングで、政
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権の法案を葬った。それに怒ったかどうかは定かでは

ないが、旧態依然たるAFL-CIOのありように対して

いわば業を煮やした政権は、組織的には既に明らか

となった製造業からサービス業への人員比重の変化

を、トップリーダーの交代に際して権力的にも実現す

る動きに棹差した。

いずれにせよ、クリントン政権以前から始まってい

た民主党の消費者寄りの姿勢、とりわけ郊外の中

産階級をターゲットにしたそれは、その後も相対的に

高学歴化する女性に的を絞り、教育、環境等を争点

化しながら進展し、それと共に生産者、中でも組合の

拠点であった鉱工業のそれとの距離を開け、グロー

バル化の進展により、産業空洞化で拍車がかかった

これらの人びとへの関心と手当てを減らしていったと

いう話は、既に読者には耳タコのものであろう。

そしてこの後、ブッシュ政権を挟んで、オバマ民主

党政権になっても、組合主流派と民主党との溝は埋

まらなかった。とりわけこの政権に期待した、組合の

組織化を容易にする法改正は、遂に手を付けられな

かった一方、オバマケアの名で分かるように、政権の

目玉とされた医療保険改革では、組合が長年労使

交渉で獲得した独自の医療保険プログラムが、むし

ろ特権視されるありさまで、掛け声とは裏腹に、組合

がこの改革に及び腰であったことは否めない。

ただ前回も指摘した様に、バイデン氏と組合の関

係は、これら大統領や民主党の主流派とは少し異な

る。彼はペンシルバニア州の北西部の鉄道の要衝で

あり、産炭地であり、繊維、製鉄産業で栄えた典型的

な中西部の生産都市で生まれた。この辺一帯の他

の街同様、その後産業空洞化し、近年はトランプ王

国と呼ばれる地域にある。しかも彼はアイルランドから

の移民の家系でカトリック教徒である。彼が大統領に

なれば、ジョン・F・ケネディ以来といわれるように、ア

メリカでは第二次世界大戦前は、なかなか「白人視」

されなかったいわば労働者階級がその大半であった

エリート・マイノリティの出身である。そしてこのカトリッ

ク・アイリッシュこそ、トランプ支持のいわゆる「白人労

働者」の基盤の一つである。彼らは単に労働者階級

であっただけでなく、その後いわばアメリカの平均的

な中産階級を、そのライフスタイルや価値観と共に構

成する。

そもそもアイルランドや南欧、東欧から移民してきた

人びとが、なかなかそれ以前に移民していた人びとに

「白人」と同一視されてこなかった大きな理由に、彼

らの母国がカトリックの国々で、それ以前の人びとの

多くがプロテスタントであったことがある。キリスト教の

世界にそれほど親しくない日本の人びとには、なかな

か理解できないかもしれないが、この二つは同じキリ

スト教徒でも、その住む世界は相当違う。それはもとも

とは、日本の戦前のそれに近い階級の違いといって

いい。戦後その違いは薄れてきたとはいえ、消えては

いない。

とはいえ、カトリックの人びとにも、出身民族毎に強

いアイデンティティがあり、彼ら彼女らには自分たちの

世界に強い自負がある。このアメリカの良きコミュニ

ティを受け継ぎ、それを守っているのは自分達だと。

その職業的表現として、とりわけアイリッシュはどの町

でも、警察と消防署の職員に多い。米国ではこれら

は自治体サービス以上の意味を持つ。それらはいわ

ばそれぞれの町のシンボルでもある。

この両者共に組合がある。それも強力だ。地方政

治にも大きな影響力を持つ。確かに、これらの職業の

ダイバーシティは、他の仕事に比べて進んでいないと

ころがある。逆にそれらがアイリッシュによって多く占め

られていることを既得権益と批判する向きもあろう。

ただアイリッシュがこれらの仕事に就くのは、金銭以

上に名誉ではないだろうか。米国でこれらの仕事で

殉職した場合、コミュニティを挙げて葬儀を執り行い、

その者の名誉を称え、遺族を支える。そしてこれらの

人びとの記憶は、仕事と並んでコミュニティでのボラ

ンティア活動や広くて深い友人・知人関係によって

埋め尽くされる。

何がいいたいかといえば、このアイリッシュを含む

「白人労働者」のアイデンティティの強さと地域との

コネクションの太さだ。そしてそれが容易には変えられ

るものではないことと、それが失われた場合の失意と

そのことに対する感情的な反応の大きさだ。

前回も指摘した様に、オバマ選挙の時に、バイデ
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ン氏が副大統領に選ばれた理由の第一は、彼とアイ

リッシュを典型とする「白人労働者」との重なりだ。ま

たこれも前回言及した様に、バイデン氏は、オバマ政

権においても、いわば労組担当として、特別プロジェ

クトを主宰し、労組とは懇意の関係であった。この労

組の主流派が、「白人労働者」の支持回復を課題と

するバイデン政権に、労働長官としてボストン市長の

ウォルシュ氏に強力に推し、結局バイデン政権もそれ

を受け入れたのは、その裏話はわからないが、驚くに

は当たらない。

これもまた前回指摘したことだが、ボストンは、「白

人労働者」、とりわけその中心であるアイルランドやイ

タリアからの移民が集住し、これらの人びとが政治的

に大きな影響力を持つ街だ。そしてこの歴史には、

1960年代の公民権運動とそれに続く人種融和策

に、アイリッシュが中心の「白人労働者」のコミュニ

ティが強く反発した経験も含まれる。ウォルシュ氏は、

第二次大戦後にアイルランドからの移民した夫婦の

間に生まれた子供であり、地元のカトリックの名門校

を出たことからも、彼の宗教的背景は想像できる。学

校を卒業してアイリッシュが多い筈の建設労組に専

従職員として入った辺りから考えて、彼が家族や知り

合いにこのアイリッシュ・コミュニティと深い関わりがあ

るだろうことは、彼の地盤が元々南ボストンの造船を

初めとする工業地帯で、かつては「白人労働者」の

街であったことからも伺える。彼が勤め、そして最終的

には、地元組織のトップに上り詰めた建築労組と「白

人労働者」やトランプ支持者の関係については、前

回縷々述べたので、ここでは繰り返さない。

それよりもここでは、バイデン政権が、ウォルシュ氏

を労働長官に指名したことに対する、ぼくの意見を

述べておく。ぼくはバイデン政権に近い既得権益を

持つ圧力集団が、その利益増進のために関係者を

ホワイトハウスに送ったと見ることを否定するものでは

ない。けれども、現在の米国の極めて不安定な政治

状況を考えれば、その安定化にとってこの選択はあ

り得るものだと思う。現在の米国の政治的混乱の原

因の一つは、自分達が「ないがしろ」にされていると

いう思いを持つ「白人労働者」が多数いることにあ

る。この人びとの気持ちにまず寄り添うことをしない限

り、現在の混乱は悪化こそすれ、好転することはない

だろう。

バイデン政権は、閣僚や他の重要ポストへのマイノ

リティや女性の積極登用で、人種やジェンダーに関

わる問題解決の姿勢を明らかにした。ウォルシュ氏

の指名が、「白人労働者」に対する同様のメッセージ

と受けとめられるならば、それは政治の安定化という

点で意味があることだろう。けれどもウォルシュ労働長

官の役割はそれにとどまるものではない。それ以上に

「白人労働者」の生活上の窮状を如何に救うか。と

りわけスキルトレーニングや雇用確保、フィジカル、メン

タル両面に亘るリハビリや健康管理等を総合的に組

み合わせ、そこにコミュニティでの様々な社会参加の

機会を加え、いわば広い意味での「白人労働者」の

「社会復帰」を促進する方策を打ち出し、それを可

視化することで、こわばった「白人労働者」の心を少

しでもほぐすことが必要ではないだろうか。

もちろん人種やジェンダーに関わる差別やエンパ

ワーメントは必要であるし、それは今以上に積極化す

べきであろう。ただ同じ労働者であれば、人種、民族、

ジェンダー、セクシュアリティに関係なく、同じ様にサ

ポートするという階級的普遍主義が、この政権には強

く求められていると思う。そしてそれが、米国が政治

経済的、社会文化的に深く入った亀裂を修復する

第一歩だと考える。

篠田　徹（しのだ・とおる）氏

早稲田大学社会科学総合学術院教授
1959年生まれ。1987年、早稲田大学政治学研
究科博士後期課程中退。主著『世紀末の労働運動』
（岩波書店、1989）、『2025年日本の構想』（共
著）（岩波書店、2000）、『米国民主党―2008年
政権奪回への課題』（共著）（日本国際問題研究
所、2005）。
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あの時は、式を挙げる資金も少なく本当に不安で

したが、仲間たちがお金を出し合い会費制の結婚式

に多くの仲間が集まってくれ、妻共々、感謝と感動は

今も忘れられません。（小林廣善、栄子「夫婦の味を

深める・妻との心の旅路を」『富士宮オーミケンシOB

会報』第4号、1997年12月5日）

１．滝澤雄一郎、池田多恵子
巨海公子の次に、同じく富士宮支部OBの滝澤雄

一郎に会った。滝澤といえば、途中から野付利之とと

もに第二組合に入った人物として登場した。その時、

つまり1954年に盟友になり、在職中、退職後も現在

に至るまで、野付の親友のままである。

滝澤は富士宮工場で舎監であった池田多恵子と

職場結婚した。偶然だが妻の多恵子にも会え、舎監

について話を聞くことができた。何とか舎監経験者に

会えないものだろうかと悩んだがあきらめかけたところ

であった。コツコツと地道にやっていると、こういう幸

運に出会うことがよくある。

ただし、話し手が2人揃うと互いの言明に何かと口

を挟むことが多くなり聞き手が混乱する。本来は避け

たいリサーチ方法である。だが、潔くあきらめる。その

結果、同席していた多恵子からも多くの話を聞けた

が、後に譲る。

２．工場の組織を知る
滝澤は1930年、新潟県中魚沼郡津南町に生ま

れ、地元で育った。富士宮支部の野付利之、寺田尚

夫と同年齢である。県立十日町高校卒業後は新潟

大学工学部に進学した。大学卒業後、1953年3月に

近江絹糸に入社した。当時、大卒の本部採用者は、

事務系がそのまま本社に配属され、技術系は彦根、

大垣のいずれかの工場に配属された。

滝澤は、当初大垣工場に配属され、5月になると

富士宮工場へ移った。工務部へ配属され機械の保

守整備を担当した。近江絹糸争議は、本社の大卒エ

リートたちから蜂起した稀有な例だと言われるが、工

場側の大卒者の活躍を知る例になると予感した。

なお、津南町と聞いてどこかで耳にしたような気が

した。調べてみると、31歳で2児の母である全国最

年少の女性町長桑原悠が選出された町であった。

滝澤は理系らしく工場内の組織を正確に記憶して

いた。目の前で組織図を書いてくれた。これまでの話

し手たちはみな争議についての記憶は鮮明だが、争

議前の工場体制への意識が薄く、組織については

情報が断片的なままで、わかりそうでわからなかった。

ようやく謎が氷解した。

富士宮工場の組織は、工場長以下は大きく事務

部、工務部、医局の3つに分かれる。生産部署である

工務部は、混打綿、梳綿、コーマ、連粗、精紡、仕上

などの工程ごとの係に分かれ、それぞれにA番、B番

と呼ばれる2つの操業担当、C番と呼ばれる保全担

当がある。この他、ローラー、製綿、試験室、鉄・木工、

ボイラー、電気の担当がある。事務部は庶務、経理、

第4回第4回【第12回】滝澤夫妻インタビューを巡って︵1︶

三島由紀夫が書かなかった「近江絹糸争議」の謎に迫る
Research File

國學院大學経済学部　

教授　本田　一成

リサーチファイル
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労務、給与、厚生、営業、用度、寄宿の各係に分か

れている。いずれの工場もおおよそこの通りであろう。

富士宮工場に来たばかりの滝澤は精紡のC番に

配属された。野付は既に混打綿の係長であった。だ

が、機械の急速な増設が始まり、間もなく滝澤は精

紡係長になった。課長以上が非管理職であり、係長

は組合員範囲にある。

滝澤が組織図を描く途中に話を聞いて再認識し

たが、係長といっても、滝澤の部下は200人弱に上

る。野付も同様である。多くの部下を抱えていたこと

が、滝澤の第二組合加入を躊躇させていた。

滝澤の部下たちは少数ながら日々第二組合へと

抜けていくから、やがて大きな勢力となるのは目に見

えていた。その時に若者たちは、正義はどちらにある

のか、と思い悩む。また仲間同士で争うであろう。片

方は会社から守られ、片方は傷つく。部下の全員を

無傷にするにはどうしたらよいのか。その問いへの答

えが、自らが第二組合に入り、若者たちを受け入れ、

ともにもっとよい会社にすることであった。

滝澤はこの判断が遅れた、人生最大のミスだった、

と悔やむ。本当に恥ずかしい、と語った野付と同じ表

情であった。それほど労組とは労組を知らない人間

にとってつかみどころのない存在であることを知る。

現在の推定組織率のことを考えて身震いする。

３．野付、寺田とのトリオで
野付と同時に第二組合に加入した滝澤は、自動

的に入れられていただけであり、また実体のない第

三組合を裏切ったという気持ちはみじんもなかった。

複数労組の間でオルグ合戦をしているようにみえる

人権争議で誤ってはならない点の１つである。

現実には、全繊同盟にバックアップされた実体の

ある第二組合に加入するかしないかであり、会社側

がそれを激しく引き留める。だが、野付や滝澤たちと

違って、若者たちは裏切るつもりか、よくも裏切った

な、という葛藤の渦中にいた。なお、巨海が目撃したと

いう委員長指名の通りに第三組合委員長となった

のは山田昌良であった。はじめて聞く名前である。

第二組合入りした滝澤は、まず東京方面を担当し

た。東京営業所支部は、大阪の決起からおよそ１か

月後の1954年6月28日に結成された。また、事業所

規模を反映して組合員は20人前後と小規模支部で

あり、ピケを張るにも手薄となる。

また少人数では会社側と接触する機会が多く緊

張度が極めて高いから、心強い仲間の助力が必要

であった。だから当初から最も近い富士宮支部から

応援部隊を送っていた。滝澤は現地の寮などに寝泊

まりし、3交代24時間体制のピケ要員の一員となっ

た。ピケラインに入るたびに、銀座4丁目にあったビル

の屋上の地球儀を見上げていたという。

冷静な滝澤は、例の札付き悪質課長に接してみる

とそれほどでもないと感じて、野付、寺田に追放デモ

までやるのはやりすぎだ、勇み足だ、と苦言した。結

局、デモを決行して責めたが、追放にはならずとどま

り、後に転勤していった。

ところが、いやあの課長は相当悪い人だった、と多

恵子が割り込む。仕事もせずぶらぶらしていた、女子

寮に入り込んで引き出しの中にあった飴玉をなめな

がら歩いていた、と。このように意見が分かれる。

もちろん、当初の佐久間弘美、中村忠雄、大槻正

徳、佐久正司、鎌田實ら労組最初に結成に動いたメ

ンバーの貢献が大きいが、滝澤が加わり、野付、寺田

とトリオを組んでから富士宮支部の活動は安定した。

人権争議解決直後の役員選挙では、無役だった滝

澤は調査部長に、多恵子は寄宿舎対策部長に選任

された。

以後、富士宮支部には、依田敏弘、山川定夫など

後の支部長や、大星輝明、赤尾卓美など後に全繊

同盟入りした主要幹部が出現している。鎌田にはイ

ンタビューの承諾を一度得たものの後日断られた。山

川には最初から会うことを拒まれた。高齢ゆえ体調

上の理由が立ちふさがることが多い。

４．生産性向上への執念
人権争議後、滝澤は野付とともに、男子寮の自治

会の役員に立候補し、会長と副会長におさまり、労
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組役員と兼務した。争議直後の男子寮の乱れぶり

が激しかったからである。乱闘あり、破壊行為ありで、

野付や巨海が指摘した強盗事件にも話が及んだ。

最も印象的であったのは、若者たちの傲慢になり

がちな心理を滝澤が見事に語ったことである。それ

は、人権争議の解決で自由を手に入れたからではな

い。本当のところは、10代の若者たちが、世間を揺る

がすほどの大きな労働争議で勝ったからである。自

分たちの力で大人たちの力に対抗し、思い通りにさ

せなかった事実は大きな自負、自信となる。誇らしい

気持ちはそれでよい。だが、それが行き過ぎてしまい、

力に頼むようになる悲しさがあったというのである。

滝澤は行き過ぎた自負を寮の若者たちだけでな

く、労組内部にもあると見抜いた。例の強盗事件で

逮捕された組合員を懲戒解雇にするという会社側

の提案を審議する執行委員会では、一部から今の

支部の力ならはね返せる、全繊同盟ならできるはず、

との意見が出されたというのである。

正邪の区別もつかない意見を耳にした滝澤は、野

付に目くばせしながら、争議が終ったここからが本当

の自分たちの役割がはじまる、と決心した。多恵子が

付け加えた。「争議前から悪い子やずるい子はいた

わよ。」なるほど。そうならば、札付きの組合員にとっ

て、労組が札付きの管理職を排除しようとする姿勢

は、手放しで歓迎できることではなかったはずであ

る。

また、こうした滝澤の話しぶりから、労組が工場の

生産性を監視しはじめた本当の理由を知ることでき

た。著者は当初、その最大の理由は、ワンマン社長で

あったがゆえに、争議後にその力が弱まると、各現場

の統治能力が極度に低下することを危惧してのこと

だと思っていた。おそらくそれもあろう。

だが、冷静に当時の情勢を思い浮かべると、別の

見方ができる。近江絹糸の利益の源泉の1つは労働

強化、長時間労働、低賃金をはじめ一連の、いわば

労働者からの収奪であったから、それができなくなる

と、会社側に生産性向上能力がなければ、利益を大

きく損なう。労働者が不安定なままなら、さらに利益を

失う。会社側は信用できない。とすれば、労組が生産

性向上に加担しなければ、いずれ会社は傾く。傾け

ばいいじゃないか、という立場にないのなら、会社側

が生産性向上に向かうよう労組が監視し発言するこ

とになる。

果たして、支部事務所には、様々な数値やグラフ

が記された大きな掲示板が設置された。小著にも掲

載したが、滝澤の写真である。例えば、工場内の温度

と湿度の推移が記載されている。両者の組合せ次

第で、糸がよく切れるようになり、早急に対処しなけ

ればならない。また、多種にわたる原綿の混合割合ま

で調べてあげて記載している。糸の品質は材料で変

わるから安い材料でよい品質を求めるのはもちろん

だが、そううまくいかない。だから、最も利益のでるポイ

ントを探すのである。

会社側がやるべきことを労組がやることはないが、

利益を確保し大きくするために会社側から目を離さな

い。そこから先は自分たちの報酬をできるだけ大きく

受け取ることに集中する。まさに「涸れた井戸から水

は汲めない」である。稀代のゼンセンオルグ佐藤文男

から聞いたこの言葉を思い出した。

執筆者の本田一成氏による『写真記録・三島由
紀夫が書かなかった近江絹糸人権争議』（2019
年、新評論刊）、『オルグ！オルグ！オルグ！　労働組
合はいかにしてつくられたか』（2018年、新評論
社刊）の特別割引注文書を用意しました。office.
hondabooks@gmail.comまでご請求ください。
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年  月

生　産
指　数

（鉱工業）

生産者
製品在庫
率指数

（鉱工業）

稼働率
指　数
製造（工業）

機　械
受　注
船舶・電力（除く民需）

工　作
機　械
受　注
総　額

建築着工
総　 計

（床面積）

企業倒産
負債総額（千万以上）

貿 易 統 計

輸 出 輸 入 差 引

2015＝100 2015＝100 2015＝100 億　円 100万円 1000㎡ 件　数 百 万 円
2016 100.0 101.0 98.5 102,600 1,250,003 132,962 8,446 70,035,770 66,041,974 3,993,796
2017 103.1 100.6 102.3 101,431 1,645,554 134,679 8,405 78,286,457 75,379,231 2,907,226
2018 104.2 104.6 103.1 105,091 1,815,771 131,149 8,235 81,478,753 82,703,304 −1,224,551

2019.9 102.4 108.8 99.5 8,502 98,973 10,316 702 6,368,318 6,496,598 128,280
10 98.3 113.1 96.3 7,988 87,453 10,615 780 6,577,064 6,564,221 12,843
11 97.7 115.0 95.6 9,261 81,669 10,067 727 6,379,013 6,466,519 87,506
12 97.9 115.6 94.9 8,157 90,114 10,356 704 6,576,097 6,735,246 159,149

2020.1 99.8 115.2 97.4 8,394 80,777 7,988 773 5,431,202 6,746,313 1,315,111
2 99.5 112.5 95.6 8,585 77,224 9,030 651 6,321,285 5,214,703 1,106,582
3 95.8 121.9 92.2 8,547 77,447 9,837 740 6,358,054 6,350,851 7,203
4 86.4 138.5 79.9 7,526 56,143 9,992 743 5,206,030 6,137,194 −931,164
5 78.7 148.6 70.6 7,650 51,239 9,444 314 4,185,622 5,026,959 −841,337
6 80.2 138.0 75.0 7,066 67,190 9,925 780 4,862,354 5,135,263 −272,909
7 87.2 125.7 82.2 7,513 69,788 9,702 789 5,369,179 5,362,105 7,074
8 88.1 123.2 84.6 7,525 67,980 9,414 667 5,233,105 4,988,730 244,375
9 91.5 117.8 90.0 7,193 84,099 10,068 565 6,054,141 5,370,395 683,746

前月比(%) 3.9 −4.4 6.4 −4.4 23.7 6.9 −15.3 15.7 7.7 179.8

前年同月比(%) −10.6 8.3 −9.5 −15.4 −15.0 −2.4 −19.5 −4.9 −17.3 −633.0

資 料 出 所 経 済 産 業 省
内閣府

機械受注統計調査
日本工作
機械工業会

国土交通省
建築着工統計調査

東京商工
リサーチ

財　務　省
貿 易 統 計

年  月

労働力人口 職業紹介 税込現金
給与総額

実質賃金
指　　数

総実労
働時間

（全産業）

消費者物価指数
C.P.I

全国勤労者世帯家計
収支（168都市町村）雇　用

労働者
完　全
失業者

月　間
有　効
求人数

有効求人
倍　率 （全産業）（全産業） 東京都

区　部
全国167
都市町村 実収入 実支出

万  人 万  人 千  人 倍 円 2010＝100 時 間 2015＝100 円 円
2016 5,729 208 2,570 1.39 315,590 100.8 143.7 99.8 99.9 526,973 407,867
2017 5,460 190 2,726 1.54 316,966 100.6 143.4 100.0 100.4 533,802 412,462
2018 5,936 166 2,782 1.62 323,553 100.8 142.2 100.9 101.3 558,718 418,907

2019.9 6,017 168 2,695 1.57 271,945 84.2 138.2 101.8 101.9 457,427 416,893
10 6,046 164 2,730 1.57 272,285 83.9 140.6 102.1 102.2 536,075 394,855
11 6,046 151 2,702 1.57 285,414 88.0 142.0 102.2 102.3 475,548 389,599
12 6,043 145 2,666 1.57 564,886 174.1 140.3 102.2 102.3 1,074,143 530,013

2020.1 6,017 159 2,567 1.49 275,260 84.9 131.3 101.9 102.2 484,697 401,348
2 6,026 159 2,567 1.45 266,706 84.5 135.6 101.8 102.0 537,666 390,709
3 6,009 176 2,492 1.39 281,632 87.2 137.0 101.8 101.9 490,589 415,178
4 5,923 189 2,197 1.32 274,825 85.1 137.8 102.0 101.9 531,017 406,241
5 5,920 198 1,938 1.20 268,789 83.3 121.9 102.0 101.8 502,403 400,042
6 5,929 195 1,930 1.11 443,111 102.5 136.9 101.9 101.7 1,019,095 473,617
7 5,942 197 1,959 1.08 368,756 102.3 140.2 102.1 101.9 685,717 412,666
8 5,946 206 1,967 1.04 273,243 84.5 128.8 102.1 102.0 528,891 397,069
9 5,961 210 2,009 1.03 269,323 83.3 135.9 101.9 102.0 469,235 392,410

前月比(%) 0.3 1.9 2.1 −1.0 −1.4 −1.4 5.5 −0.2 0.0 −11.3 −1.2 

前年同月比(%) −0.9 25.0 −25.5 −34.4 −1.0 −1.1 −1.7 0.1 0.1 2.6 −5.9 

資 料 出 所
総　務　省
労働力調査

厚　生　労　働　省
総　務　省

総　務　省
家 計 調 査職業安定業務統計 毎月勤労統計調査

p：速報値（preliminary）     r：訂正値（revised）
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Project News
研究プロジェクト概要と各回のテーマ・報告者

主査：八木　隆一郎（専務理事・統括研究員）

　「働きがい」はＯＮ・Ｉ・ＯＮ２調査のテーマの１つであり、これまで研究所は調査結果を用いて労働組合活動の重要な柱の１つであ
る「働きがいのある職場」づくりに向けた提言活動などの支援を行ってきたが、より充実した支援を行うためには最新の学術的な働き
がい研究を継続的に積み重ねていくことがあわせて重要である。これまでにワーク・モティベーションに関わる意識データベースを構築
し、企業業績との関係についての研究およびその成果の公表等を進めてきた。今後は企業制度・施策の実態を把握するための調
査を実施するとともに、意識データベースとのリンクによって、企業制度・施策が組合員の意識に与える影響を明らかにしていく。研究
結果は、第49回共同調査企業制度・施策に関する組織調査として発信する。あわせて、正社員と非正規従業員の働きがいに関す
る分析や、流通業従業員を対象とした働きがいの分析を行い、得られた知見や成果を発信していく予定である。

〈2016年度〉
第１回　2016年５月20日
「人事制度・施策が企業内賃金格差に与える影響」
菊谷　達弥　氏（京都大学経済学部　准教授）

「第49回共同調査 速報報告内容の共有」
坪井　翔　氏（国際経済労働研究所　準研究員）

第２回　2016年９月７日
「年代別分析結果の報告」
田中　宏明　氏（国際経済労働研究所）

「制度施策に関する分析方法」
坪井　翔　氏（国際経済労働研究所　準研究員）

第３回　2017年１月10日
「第49回共同調査 分析結果報告」
坪井　翔　氏（国際経済労働研究所　準研究員）

〈2017年度〉
第1回　2017年１1月11日
「第49回共同調査DBを使用した分析結果報告」
①等級制度に関する分析結果報告
齋藤　隆志　氏（明治学院大学 経済学部　准教授）
②女性活躍推進に関する分析結果報告
坪井　翔　氏（国際経済労働研究所　準研究員）

第2回　2018年１月19日
「第49回共同調査　第Ⅱ期報告書の共有」
坪井　翔　氏（国際経済労働研究所　準研究員）

〈2018年度〉
第１回　2018年９月27日 

①流通業の店舗別ＷＭと業績
向井　有理子　氏（国際経済労働研究所　研究員）
②某地銀における従業員のＷＭとＣＳ、店舗業績の関係
坪井　翔　氏（国際経済労働研究所　準研究員）

第２回　2019年1月25日
①「薬剤師の経営管理について 
―組織/職業コミットメントと役割コンフリクトへの着目―」 
本間　利通　氏（大阪経済大学）
②「集団間でなぜ葛藤が生まれるのか？ 
―地位差に着目した社会心理学的検討―」 
杉浦　仁美　氏（近畿大学）

第３回　2019年3月6日
「企業統治と雇用システム」 
齋藤　隆志　氏（明治学院大学）

〈2019年度〉
第1回　2019年9月20日
「流通業における従業員満足度とその影響に関する分析」 
竹野　豊　氏（京都大学大学院経済学研究科　博士後期課程）

「90年代からの仕事満足と賃金の構造変化についての考察〜時代と
世代に着目して」
岡嶋　裕子　氏（大阪大学 経営企画オフィス　准教授）

第2回　2020年1月24日
「調査回答データの質を高める試み」 
阿部　晋吾　氏（関西大学社会学部 教授、国際経済労働研究所
　　　　　　 非常勤研究員）

日　程

主査：本山　美彦（所長）

　「人工知能」（ＡＩ）と「ビッグデータ」技術の爆発的な進展は、「サイバー空間」の性格を根本的に変え、いまやＡＩ社会の到来
は不可避であるといえる。一方、ＡＩに対し、対抗できる理論はまだ発表されておらず、働く者の立場から、この議論を行うことが必
要である。「生きた労働」がＡＩによって排除されることから生まれる深刻な社会不安を、少しでも「生きる幸せ」に向ける方策を見
出していくことを志向している。2018年4月に第１回研究会を行い、約２年の開催を予定している。
労働界からは、連合のほか、産業別組織を中心に11組織の参加を得た。また、本研究プロジェクトでは、ＡＩの技術論のみなら
ず、国際的・政治的な観点も踏まえ議論を進めていく予定であり、社会学や経済学の研究者・専門家もメンバーに加わっている。

第１回　2018年4月10日
「基調講演：AI社会に生きる」
本山　美彦　氏（京都大学名誉教授／国際経済労働研究所　所長）

第2回　2018年7月27日
「最新のＡＩ―インダストリアル IoTの最前線―」
入江　満　氏（大阪産業大学工学部　教授）

第３回　2018年10月26日
「デジタル変革と雇用システム〜どう捉え、どう対応するか〜」
山田　久　氏（日本総合研究所　理事）

第4回　2019年1月23日
「ICT基盤役務のオフショアリングとアジア」
平川　均　氏（国士舘大学経済学部・大学院 グローバルアジア研究科　教授）

第５回　2019年4月25日
「ＡＩ社会のあり方」
広井　良典　氏（京都大学こころの未来研究センター　教授）

第６回　2019年6月6日
「ＡＩに対する電機連合の考え方　電機連合第7次産業政策（案）より」
斎藤　牧人　氏（電機連合産業政策部　部長）

第7回　2019年12月24日
「AI時代の労使関係〜どう捉え、どう対応するか〜」
山田　久　氏（日本総合研究所　副理事長）

第8回　2020年9月18日
「ＡＩ社会実装の最前線：AI、5G、クラウドとの融合」
入江　満　氏（大阪産業大学工学部　教授）

第9回　2020年12月24日
「 信頼される社会―情報の正しい蒐集・分析・発信、ブロックチェーンに

期待―」
本山　美彦　氏（京都大学名誉教授／国際経済労働研究所　所長）
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主査：八木　隆一郎（専務理事・統括研究員）

　ライフパタン研究会を中心に、人は、変化が大きい成人に至るまでの過程だけでなく、生涯にわたって発達するという生涯発達心
理学に着想を得、人生の構造を明らかにするべく研究を継続している。その中心をなす概念として、「人の生涯にわたる発達のモデ
ルは単一のコースではない」との仮説を立て、得られた結果から多変量解析により、人生のあり方のパタン−ライフパタン−の抽出を
目指している。これまでに、試みに年齢を軸にした場合のライフパタン抽出を行っており、そのアルゴリズムは発見・開発されている。ま
た、仕事生活と家庭生活と趣味や地域などの第３生活領域、ストレス、メンタリング、ゆとり、生き方受容、生き方志向など各領域の基
本設問が完成し、各領域への積極的関与と応答性を含む、より踏み込んだ関わり（「家族する」「会社する」「地域・社会する」）に
ついて概念整理・設問設計を行い、分析仕様の検討も進んでいる。2014年度にはこの研究の知見を用いた第44回共同調査ＯＮ・
Ｉ・ＯＮ３を発信した。

＜2015年度＞　※第1回〜第5回は省略した。
第６回　2015年９月10日

生育歴項目検討 
井田　瑞江　氏（関東学院大学社会学部　准教授）
大野　祥子　氏（白百合女子大学）

第７回　2015年10月24日
生育歴項目検討２ 
大野　祥子　氏（白百合女子大学）
神藤　貴昭　氏（立命館大学文学部　教授）

第８回　2015年11月13日
ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３で扱う領域全体の概念図の検討
川崎　友嗣　氏（関西大学社会学部　教授）
古川　秀夫　氏（龍谷大学国際学部　教授）

第９回　2015年12月15日
ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３で扱う領域全体の概念図の検討２
大野　祥子　氏（白百合女子大学）
三川　俊樹　氏（追手門学院大学心理学部　教授）

第10回　2016年２月２日
ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３報告書の検討１
神藤　貴昭　氏
山下　京　氏

＜2016年度＞
第１回　５月26日

ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３調査票の見直し
川崎　友嗣　氏（関西大学社会学部　教授）
神藤　貴昭　氏（立命館大学文学部　教授）

第２回　６月10日
ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３報告書、分析後再検討
山下　京　氏（近畿大学経営学科　准教授）
大野　祥子　氏（白百合女子大学）

第３回　10月７日
ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３報告書、分析とストーリー
大浦　宏邦　氏（帝京大学文学部　教授）
神藤　貴昭　氏（立命館大学文学部　教授）

第４回　11月11日
ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３報告書、分析とストーリーについて２
川崎　友嗣　氏（関西大学　社会学部　教授）

第５回　２月16日
ＯＮ・Ｉ・ＯＮ３報告書、分析とストーリーについて３
山下　京　氏（近畿大学　経営学部　准教授）
大野　祥子　氏（白百合女子大学）
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Information

編集後記

今年の2021春闘は、「コロナ禍」で臨む春闘であり、その意味
では最初の年となります。コロナ禍の早期終息が望まれるものの、
長期化する可能性もある中、インタビューでは、この「コロナ禍」とい
う点を意識して、詳しくお話をうかがいました。参加していたインター
ンシップの学生達からも、「労働組合が身近に感じられた」「自分
が想像していたよりも広い取り組みをされていることが分かった」

「働く者の目線でこれから自分も考えていきたい」などの意見が聞
かれました。今年の春闘にも、注目していきたいと思います。（S）

公式Twitterアカウント開設の
お知らせ

（公 社）国 際 経 済 労 働 研 究 所 で は、こ の た び 公 式
Twitterアカウントを開設しました。
お知らせや共同調査・研究の知見などを、WEBや機
関誌とはまた違った形でお届けします。
Twitterアカウントをお持ちの方は、ぜひフォローや
投稿のシェアをお願いいたします。

アカウント：国際経済労働研究所 @iewri_official

・日　程：2021年6月25日（金）

・スケジュール（予定）
　第56期　総会　　　　　　  　 13時～ 15時
　中期事業計画についての議論　 15時～ 17時

・開催方法：オンライン（zoom予定）

※接続方法を含め、詳細は改めてご連絡致します。

第 56 期 国際経済労働研究所 総会 概要

・特集予定テーマ
アメリカ大統領選挙と労働組合
篠田　徹 氏（早稲田大学社会科学総合学術院 教授）

にご執筆いただきます。

次号予告
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